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資料２-１

取組状況について

　ハード整備の進捗状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ.９

北陸地方整備局、長野地方気象台、長野県・・・・・・・・・Ｐ.１１～１２

上田市、松本市、生坂村・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ.１３～１４

安曇野市、大町市、池田町・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ.１５～１６

松川村、千曲市、坂城町・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ.１７～１８
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【達成状況】 河川水位の低下及び洪水流下断面を向上させるための取組

【千曲川河川事務所ＨＰ】
http://www.hrr.mlit.go.jp/chikuma/

工事箇所位置図

工事毎の進捗状況

クリック

○千曲川河川事務所におけるハード整備の進捗については、ホームページにて公表。

■【位置図】工事の施工箇所を確認

■【進捗率】工事箇所毎に進捗を確認
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【資料２－1】
【取組状況一覧】令和元年１０月台風第１９号豪雨水害を踏まえた　千曲川・犀川流域の防災・減災対策の取組方針(案)

R2年度末
まで

R6年度末
まで

R9年度末
まで

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ● ●

○ ● ●

0

○ 0% ○

4

2

○ 25% ○

8

3

○ 50% ○

6

3

○ 50%

6

1

○ 17% ○

6

1

○ 14% ○

7

0

○ 0% ○

4

2

○ 40% ○ ○

5

0

○ 0%

5

1

○ 14%

7

5

○ 33% ●

15

0

○ -

0

1

○ 50% ● ○

2

3

○ 75% ● ● ●

4

3

○ 38% ● ○ ●

8

5

○ 45% ● ○ ●

11

19

○ 95% ● ● ●

20

9

○ 82% ● ○ ●

11

9

50% ● ○

18

13

68% ● ●

19

15

88%

17

3

19%

16

5

○ 33% ● ●

15

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）

国、県、
市町村

・地区、各種団体等からの要望に応
じて、マイ・タイムライン、マイ・防災
マップづくりの支援となる出前講座を
実施

・出前講座は多数行ったが、具体的
に「マイ・タイムライン、マイ・防災
マップづくり」をテーマとしたものはな
かった

・予定はないが、取組みは継続し、
あらゆる機会を捉えて、情報収集に
努めていく

市町村、地域住民への普及促進 国と連携し、
・市町村職員に対する説明会の
開催
・地域住民に対する説明会の開
催

マイ・防災マッ
プ、マイ・タイム
ラインづくりの推

進

①
被
害
の
軽
減
に
向
け
た
治
水
対
策
の
推
進

（
河
川
に
お
け
る
対
策

）

②
地
域
が
連
携
し
た
浸
水
被
害
軽
減
対
策
の
推
進

（
流
域
に
お
け
る
対
策

）

・河川等災害復旧事業災害査定　12月～2月

・河川等災害復旧事業

　県工事　約750箇所のうち約130箇所に着手

　市町村工事　約100箇所のうち約50箇所に着手

・河川等災害復旧助成事業について測量、調査、設計

に着手

・河川等災害復旧関連事業について測量、調査、設計

に着手

・河川等災害復旧助成事業につ
いて測量、調査、設計に着手

・より効果的な掘削・伐採範囲を
検討した上で、効率的な河道掘
削・樹木伐採を実施

・河川等災害復旧事業災害査定　12月～2月
・河川等災害復旧事業
　県工事　約750箇所のうち約130箇所に着手
　市町村工事　約100箇所のうち約50箇所に着
手
・河川等災害復旧助成事業について測量、調
査、設計に着手
・河川等災害復旧関連事業について測量、調
査、設計に着手

・河川等災害復旧事業災害査定　12月～2月
・河川等災害復旧事業
　県工事　約750箇所のうち約130箇所に着手
　市町村工事　約100箇所のうち約50箇所に着
手
・河川等災害復旧助成事業について測量、調
査、設計に着手
・河川等災害復旧関連事業について測量、調
査、設計に着手

・河川等災害復旧事業災害査定　12月～2月
・河川等災害復旧事業
　県工事　約750箇所のうち約130箇所に着手
　市町村工事　約100箇所のうち約50箇所に着
手
・河川等災害復旧助成事業について測量、調
査、設計に着手
・河川等災害復旧関連事業について測量、調
査、設計に着手

・河川等災害復旧事業災害査定　12月～2月
・河川等災害復旧事業
　県工事　約750箇所のうち約130箇所に着手
　市町村工事　約100箇所のうち約50箇所に着
手
・河川等災害復旧助成事業について測量、調
査、設計に着手
・河川等災害復旧関連事業について測量、調
査、設計に着手

・定期的な河川施設の点検実施
・災害後の点検実施
・必要箇所の適切な維持管理、
修繕

公表済み

上田市及び大町市での防災関
連イベントへの降雨体験装置の
派遣を実施。

長野市芹田地区において、市職
員向け・住民向けマイ・タイムラ
イン講習会を実施。
松本市・坂城町において自治体
職員向けマイ・タイムライン講習
会を実施

⑯長野市立山王小学校におい
て、防災教育を実施
⑰長野県立上田養護学校、長野
市南俣区にて出前講座による水
災害等に関する説明会を開催

自主防災リーダー研修及び学習
会の開催

出前講座の実施

・自主防災リーダー研修及び学
習会の開催

・出前講座の実施

市町村が作成するまるごとまち
ごとハザードマップへの情報提
供【引き続き実施】

・実施市町村の増加　3市→20市

・説明会の実施

県内対象校での避難確保計画
の策定と避難訓練の実施

令和2年7月に予定している防災
教育研修会で作成・見直し等の
説明

出前講座で実施中 ・出前講座で実施中・出前講座で実施中

市町村、地域住民への普及促進 国と連携し、
・市町村職員に対する説明会の
開催
・地域住民に対する説明会の開
催

⑯小中学校等における水防災教
育の実施

・赤牛先生による講座実施（差k
買いを「我が事として捉える防災
意識」の醸成）

出前鋼材の内容追加更新
（マイ・タイムラインの作成）

・道の駅の防災拠点化 ・自家発電装置の整備等

⑩浸水想定区域の浸水深、浸水
継続時間及び家屋倒壊危険区
域の情報提供を行う。【H28年度
から実施】

・浸水想定区域の浸水深、浸水
継続時間及び家屋倒壊危険区
域の情報提供を行う。

・河川等災害復旧事業の全箇所完了予
定
・河川等災害復旧助成事業について、用
地買収及び本工事に着手
・河川等災害復旧関連事業について、用
地買収及び本工事に着手

・河岸侵食に対する安全性を確
保するために護岸等の整備を実
施

・河川等災害復旧事業の全箇所完了予
定
・河川等災害復旧助成事業について、用
地買収及び本工事に着手
・河川等災害復旧関連事業について、用
地買収及び本工事に着手

・水ビジョンに基づく災害復旧事
業による危機管理ハード対策を
実施

・水ビジョンに基づく災害復旧事
業による危機管理ハード対策完
了予定

・堤防を強化する取組として、浸
透対策を実施

必要な調査設計・関係者協議を
実施し、堤防の浸透対策を進め
る

・台風19号内水氾濫被害を踏ま
えた整備

・浅川、岡田川での事業（ポンプ
増強含む内水対策）着手

・県有排水ポンプ車で県内1時間
以内で配備可能とする。
・既存制度等を活用した取組市
町村の拡充

・2台増強

・想定最大規模降雨での被害軽
減

・浸水対策の検討

・既存制度等を活用した取り組み
市町村の拡充

・取組市町村の拡充

・既存制度等を活用した取り組み
市町村の拡充

・取組市町村の拡充

・既存制度等を活用した取り組み
市町村の拡充

・市町村と連携したため池の活
用

・ため池洪水調節機能診断調
査、ため池監視システム（水位
計、カメラ）設置

・既存制度等を活用した取り組み
市町村の拡充
・県有施設を活用した雨水貯留
施設の整備

・取組市町村の拡充
・県有施設実施箇所の選定

・路面水の適正な排除 ・取組箇所の選定

・ため池監視システム（水位計、
カメラ）設置

・既設ダムの有効活用について
検討し、必要な対策を実施

・裾花・奥裾花ダムのダム再生事
業の推進

・河川管理施設の適切な維持管
理

・定期的な河川施設の点検実施
・必要箇所の適切な維持管理、
修繕

・河川水位を低下させるため、河
道掘削・樹木伐採を実施

・より効果的な掘削・伐採範囲を
検討した上で、効率的な河道掘
削・樹木伐採を実施

・より効果的な掘削・伐採範囲を
検討した上で、効率的な河道掘
削・樹木伐採を実施

県内4ブロックでのパネル展等の
開催

パネル展の開催、ホームページ
の整備、Twitterによる情報発信

・取組市町村の拡充

不動産売買時における説明の依
頼

国に「重要説明事項」への追加
要望

長野地方気象台

・河川等災害復旧事業
　査定決定箇所数
　県工事　約750箇所
　市町村工事　約100箇所
・河川等災害復旧助成事業　2箇
所
・河川等災害復旧関連事業　7箇

・河川等災害復旧事業の全箇所
完了予定
・河川等災害復旧助成事業につ
いて、用地買収及び本工事に着
手
・河川等災害復旧関連事業につ
いて、用地買収及び本工事に着

・千曲川県管理区間での遊水地
整備

・遊水地整備に関する調査・設計

・河川水位を低下させるため、河
道掘削・樹木伐採を実施

・より効果的な掘削・伐採範囲を
検討した上で、効率的な河道掘
削・樹木伐採を実施

・災害復旧事業による堤防欠損
箇所の復旧

・避難訓練への参加依頼に対して協
力・講評、避難経路に対してのアド
バイス。

・予定はないが、取組みは継続し、
あらゆる機会を捉えて、情報収集に
努めていく

・共同点検に参加していく【平成
28年～】

共同点検（河川巡視）に参加していく

・なし。

共同点検（河川巡視）に参加できな
かった（実施案内、参加確認の照会
がなかった）

・長野県が主催する研修会等に参
加、防災気象情報利活用の啓発に
努める【順次実施】

・長野県が主催する研修会等に参
加、防災気象情報利活用の啓発に
努める【継続】

・長野県が主催する大規模氾濫減
災協議会等に参加し、防災気象情
報利活用、警戒レベルとの対応につ
いて啓発を行った

⑯教育委員会と連携し、効果的な対
応を検討する
⑰報道機関を対象に防災気象情報
の利活用に関する出前勉強会を実
施する【H28年度から実施】

・教育委員会から要請があれば、学
校防災アドバイザーとして、小中学
校にて講演を行う予定
・防災知識の普及に資する出前講
座を実施

・R元年度については、学校防災アド
バイザーとしての要請はなかった。
・松本南西部地域農地風食防止対
策協議会など、多数の出前講座を
実施した。

・パネル展示、雨量計など測器の説
明、防災講演。

・引き続き、関係機関と連携しながら
取り組んでいく。

・地区、各種団体等からの要望に応
じて、マイ・タイムライン、マイ・防災
マップづくりの支援となる出前講座を
実施

・予定はないが、取組みは継続し、
あらゆる機会を捉えて、情報収集に
努めていく

・上田市道と川の駅防災イベントに
ついて気象台で協賛し、防災講演・
自治会長との防災についてパネル
ディスカッション実施。

・出前講座は多数行ったが、具体的
に「マイ・タイムライン、マイ・防災
マップづくり」をテーマとしたものはな
かった

必要な調査設計・関係者
協議を実施し、護岸等の整
備を進める

水ビジョンに基づく危機管
理ハード対策を実施

水ビジョンに基づく危機管
理ハード対策完了予定

堤防を強化する取組とし
て、浸透対策を実施

必要な調査設計・関係者
協議を実施し、堤防の浸透
対策を進める

・河川等災害復旧事業
直轄管理区間：25箇所
権限代行区間：10箇所

河川等災害復旧事業の全
箇所完了予定

千曲川直轄管理区間での
遊水地整備

遊水地整備に関する調査・
検討

河川水位を低下させるた
め、河道掘削・樹木伐採を
実施

より効果的な掘削・伐採範
囲を検討した上で、効率的
な河道掘削・樹木伐採を実
施

流下断面を向上させるた
め、堤防整備を実施

必要な調査設計・関係者
協議を実施し、堤防整備を
進める

既設ダムの有効活用につ
いて検討し、必要な対策を
実施

・引き続き左記を実施。まるごとまちごとハザードマップ
を実施する自治体に対して、情
報提供及び整備支援

ＳＮＳ（フェイスブック）を活用した
水防災に関する広報

・引き続き左記を実施。

重要水防箇所等の共同点検を
実施

・ＳＮＳ（フェイスブック）を活用し
た水防災に関する広報

パネル展、イベント、水害リスク
情報の周知

引き続き実施

マイ・タイムラインづくりの取組を
広めるため、避難誘導する立場
である自治体向け、及び住民向
け作成講習会を行う。

松本市・坂城町において、住民
向けマイ・タイムライン講習会を
実施予定。
北信・東信地区自治体のうち１市
町村において、職員向け、住民
向けマイ・タイムライン講習会を
実施予定

⑯小中学校等における水防災教
育の実施
⑰出前講座等を活用し、水災害
等に関する説明会を開催

⑯要望に応じて体験学習の受け
入れや、出前講座により水防災
教育を実施
⑰要望に応じて水災害に関する
説明会を実施

北陸地方整備局

・重要水防箇所等の共同点検を
出水期前に実施

重要水防箇所の共同点検

浸水想定区域の浸水深、浸水継
続時間及び家屋倒壊危険区域
の公表

公表済み

県、市町
村

㉑避難誘導マニュア
ル作成指針を活用し
た、地域版避難誘導
マニュアルの作成

まるごとまちごとハザードマップ
を実施する自治体に対して、情
報提供及び整備支援

まるごとまちごと
ハザードマップ
の推進（浸水深
表示）

まるごとまちごとハ
ザードマップの支援
⑱まるごとまちごとハ
ザードマップを整備

国、県、
市町村

国、県、
市町村

学校における避
難確保計画の作
成と避難訓練の
推進

避難確保計画の策定
と避難訓練の実施

国、県、
市町村

平時から住民等
への周知・教育・
訓練に関する取
組

⑮自治会や地域住民
が参加した洪水に対
するリスクの高い箇所
の共同点検の実施

国、市町
村

⑲効果的な「水防災意
識社会」の再構築に役
立つ広報や資料を作
成・配布

国、県、
市町村

⑳住民の防災意識を
高め、地域の防災力
の向上を図るための
自主防災組織の充実

国、県、
市町村

防災教育や防災
知識の普及に関
する取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水害の記憶の伝
承

パネル展、イベント、
水害リスク情報の周知
やSNS等を活用した発
信

国、県、
市町村

マイ・タイムラインづく
りの支援

国、県、
市町村

地域住民や小中
学生等を対象に
した防災教育の
推進

出前講座による防災
教育の実施
⑯小中学校等におけ
る水防災教育の実施
⑰出前講座等を活用
し、水災害等に関する

住まい方の工夫
に関する取組

「まちづくり」によ
る水害に強い地
域への誘導

都市計画マスタープラ
ンや立地適正化計画
による水害に強い地
域への誘導
⑩立ち退き避難が必
要な区域及び避難方
法の検討及び支援

市町村
国、県

克雪型住まい
（高床式）費用の
助成活用の充実

市町村

不動産関係団体
への水害リスク
情報と周知協力
の推進

不動産関係者への水
害リスク情報の提供

市町村

マイ・防災マップづくり
の支援

河岸侵食に対する安全性
を確保するために護岸等
の整備を実施

排水機場の耐水
化の推進

排水機場等の耐水化
国、県、
市町村

大規模災害時に
おける迅速な復
旧支援の取組

緊急復旧などを
迅速に行う防災
拠点

防災拠点等の整備
④新技術を活用した
水防資機材の検討及
び配備

国、県、
市町村

県、市町
村

排水機場の整備

排水機場の整備、増
設

国、県、
市町村

排水ポンプ車等の整
備

国、県、
市町村

支川氾濫抑制、
内水被害を軽減
する取組

支川、水路にお
ける氾濫抑制対
策

築堤
県、市町

村

河道掘削

支流の流出抑制
の取組

ため池等既存施
設の有効利用

ため池の水位低下運
用

市町村

雨水貯留施設、
田んぼダム、透
水性舗装の整備
等

公園、校庭等の雨水
貯留施設の整備

河道・管理施設
等の適切な維持
管理

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 国、県

河道内の堆積土砂の撤去、樹木・ヨシ等
の植生管理

国、県

市町村

浸透性舗装、側溝、ま
すの設置

県、市町
村

各戸貯留施設の費用
補助

市町村

長野県
主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体

目標達成時期 R2.4月
達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

施設規模を上回
る洪水に対する
取組

危機管理型ハー
ド対策

堤防裏法尻の補強・
天端舗装

国、県

既存施設を活用
した洪水被害軽
減対策

堤防の強化（浸透対策等） 国、県

既存の排水機場、ダム、遊水池、堰など
の河川管理施設について、更なる洪水
被害軽減の可能性について検討を行う
とともに、必要な対策を実施
②既設ダムを有効活用した洪水調節機
能確保

国、県

河道掘削・樹木伐採 国、県

築堤 国、県

河岸侵食対策（護岸
等）

国、県

被災施設等の迅
速な復旧

堤防、護岸、排水機場等の被災施設の
復旧

国、県

河川水位の低下
及び洪水流下断
面を向上させる
ための取組

遊水池等の洪水
調節施設の整備

遊水池の整備 国、県

洪水が円滑に流
れやすい河道整
備の推進

大町ダム等再編事業の推
進

1/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
R2年度末

まで
R6年度末

まで
R9年度末

まで
具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定

達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

長野地方気象台北陸地方整備局 長野県
主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体

目標達成時期 R2.4月
達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

13

○ 68% ● ○ ●

19

15

○ 75% ● ● ●

20

2

○ 50% ○

4

14

○ 88% ● ○

16

1

○ 33% ● ○

3

1

○ 100% ●

1 　

1

○ 100% ●

1

12

○ 71%

17

11

○ 65%

17

1

6% ● ○

18

2

○ 100% ● ●

2

8

○ 53%

15

10

○ 59% ● ●

17

2

○ 100% ● ●

2

9

○ 100% ● ● ●

9

11

○ 100% ● ● ●

11

4

○ 80% ● ● ●

5

19

○ 95% ● ● ●

20

2

○ 67% ●

3

4

○ 67% ● ●

6

3

○ 75% ● ●

4

14

74% ● ○

19

13

72% ● ○

18

12

75% ●

16

16

94%

17

12

71% ●

17

5

50% ●

10

3

100%

3

4

25% ●

16

4

27% ●

15

12

67% ●

18

2

100% ●

2

●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
：実施 ：継続実施

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）
水位計、空間監
視カメラ等の整
備によるリアル
タイム情報の発

信

水位計、監視カメラ等
の設置
⑤円滑な避難活動や
水防活動を支援する
ため、ＣＣＴＶカメラ、簡
易水位計や量水標等

国、県、
市町村

円滑な避難活動や水防活動を支
援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易
水位計や量水標等の設置

⑤危機管理型水位計の設置
⑤CCTVカメラの設置

⑤危機管理型水位計の設置
⑤CCTVカメラの設置

⑤水位計、量水標、簡易水位計
の設置

・危機管理型水位計設置280基、
簡易型監視カメラ設置176基

・危機管理型水位計設置20基、
簡易型監視カメラ設置14基

豪雨に対応した
タイムラインの普

及促進

新規・既存タイムラインの
作成及び更新
⑧関係者が一体となったタ
イムラインの想定最大規模
降雨における防災行動の
見直し及びタイムラインの
作成支援

国、県、
市町村

関係自治体の洪水タイムライン
の作成支援

⑧関係自治体の洪水タイムライ
ンの作成支援

・引き続き左記を実施。 ⑧広域的な連携に資するタイム
ライン作成【～H30年度】

・広域的な連携に資するタイムライン
作成支援の機会はなかった

・広域的な連携に資するタイムライン
作成支援【継続】

⑧広域的な連携に資するタイム
ライン作成

・全市町村で作成に着手

・説明会の実施

㉝水防連絡会にて連絡体制を確
認

㉞自治体が実施する防災訓練
への参加

連絡体制の整備　　　　【引き続
き実施】

連絡体制の整備

引き続き実施 引き続き実施

連絡体制の整備

引き続き実施

道路状況も踏まえ設置済み

長野県広域受援計画の策定 長野県広域受援計画の策定長野県広域受援計画の策定

水防技術講習会に参加【引き続
き実施】

・水防技術講習会に参加

・毎年、関係機関が連携した水
防実働訓練等を実施

・水防技術講習会に参加

・技術的助言を行う

・浸水区域及び浸水リスクの周
知

・関係部局から協会等へ通知
・市町村への協力依頼（企業か
らの相談対応等）

情報伝達訓練の実施【引き続き
実施】
例年市町村単位で実施中

・情報伝達訓練の実施

重要水防箇所の情報提供、共同
点検【引き続き実施】

・重要水防箇所の情報提供、共
同点検

・情報伝達訓練の実施

・重要水防箇所の情報提供、共
同点検

県有排水ポンプ車を県内に３台
配置。排水ポンプ車の操作訓練
も実施

県有排水ポンプ車を県内に2台
増強
排水ポンプ車の操作訓練も実施

・公共交通網への浸水リスク情
報の的確な周知

・公共交通機関管理者の大規模
氾濫減災協議会への参加検討

⑥長野県河川砂防情報ステーション
について、より住民目線のシステム
にするべくリニューアル
⑥千曲川・犀川に関する河川情報
等の迅速な状況把握と関係機関へ
の情報提供と共有【H28.7～】

・「避難行動につながる情報発
信・伝達のあり方検討会」を開催
・長野県河川砂防情報ステー
ションについては、必要に応じて
改修を行う

・長野県河川砂防情報ステー
ションについては、必要に応じて
改修を行う

県内の洪水予報河川（千曲川・
裾花川・諏訪湖・奈良井川）にお
いて実施中

・避難行動につながる情報発信・
伝達

・「避難行動につながる情報発
信・伝達のあり方検討会」を開催

・避難行動につながる情報発信・
伝達

・大規模氾濫減災協議会へのメ
ディア参加の検討
・水防情報の伝達方法への検討
・「避難行動につながる情報発
信・伝達のあり方検討会」を開催

毎年、関係機関が連携した水防
実働訓練等を実施【引き続き実
施】

・毎年、関係機関が連携した水
防実働訓練等を実施

県管理河川の内、洪水予報河川
等34河川について平成28年度か
ら順次作成中

・令和2～4年度の3か年で319河
川作成予定

・中小河川の浸水想定区域図作
成に着手、84河川作成予定

住民へのリスク情報の周知 ・住民周知の好事例の紹介

・住民へのリスク情報の周知 ・住民周知の好事例の紹介

広域避難計画に関する支援【～
H32年度】

・説明会の実施

・令和2年度末　作成率70%
・令和3年度末　作成率100%

・県政出前講座により支援

・現在34河川に対し、2河川追加 ・水防協議会に諮り、令和3年度
から運用開始

県管理河川の内、洪水予報河川
等34河川について平成28年度か
ら順次作成中

・34河川について公表済み

⑧広域的な連携に資するタイム
ライン作成

・説明会の実施

・令和5年度までに全対象施設を
位置付け
（千曲川流域市町村は令和4年
度まで）

・市町村連絡会議、市町村危機
管理・防災担当課長会議、県内
10広域で開催される協議会等に
おいて依頼

・令和2年度末　作成率70%
・令和3年度末　作成率100%

・市町村連絡会議、市町村危機
管理・防災担当課長会議、県内
10広域で開催される協議会等に
おいて依頼

・河川事務所が実施している共同点
検に参加していく【平成28年～】

共同点検（河川巡視）に参加していく共同点検（河川巡視）に参加できな
かった（実施案内、参加確認の照会
がなかった）

情報伝達訓練への支援【引き続き実
施】
・水防管理団体が行う訓練への参
加、支援【平成28年度～】

情報伝達訓練への支援【引き続き実
施】

水害に係る情報伝達訓練への支援
機会がなかった

マスコミを対象とした説明会や勉強
会の実施。

引き続き左記を実施。
出前勉強会も実施

関係機関を集めた勉強会の開催や
台風など大雨時においてのアドバイ
スや資料送付の検討

関係機関を集めた勉強会の開催や
台風など大雨時においてのアドバイ
スや資料送付の検討【継続】

防災気象情報の改善 防災気象情報の改善【継続】

春にマスコミ対象に警戒レベルや気
象台が発表する相当情報について
説明会を実施した。

関係機関と、千曲川の水害リスクに
関連した、気象庁が提供しうる防災
気象情報についての説明と打ち合
わせを実施し、気象庁防災情報提
供システムへ加入いただいた

出水期前から、内閣府ガイドライン
に対応した、指定河川洪水予報の
警戒レベル化を実施

防災気象情報の改善 R1取組において抽出した問題点の
改善

防災気象情報の改善に繋げるた
め、令和元年東日本台風（台風第19
号）への対応について、市町村様と
の振り返りを実施

・広域避難計画に関する支援【H28
年度から実施】

・予定はないが、取組みは継続し、
市町村訪問等のあらゆる機会を捉
えて情報収集に努めていく

・広域避難計画に関する支援の機
会はなかった

⑦自治体訓練への参加や支援
【平成28年度～】
⑦タイムライン作成への助言【平
成28年度～】

・自治体訓練への参加や支援【継
続】
・タイムライン作成への助言【継続】

⑰県・自治体職員を対象に、長
野県と共同で防災気象情報に関
する講習会を実施する予定【H29
年度から実施】

・引き続き左記を実施。【継続】・県・自治体職員を対象に、長野県と
共同で防災気象情報に関する講習
会を実施し、その中で中小河川の洪
水に対する避難勧告等をテーマとし
たワークショップを実施した（県内3
地区）

・県・自治体職員を対象に、長野県と
共同で防災気象情報に関する講習
会を実施し、その中で中小河川の洪
水に対する避難勧告等をテーマとし
たワークショップを実施した（県内3
地区）

㉖水防技術講習会に参加

㉗復旧活動の拠点等配置計画
を検討

・引き続き左記を実施。

自治体関係機関や水防団が参
加した洪水に対するリスクの高
い箇所の合同巡視の実施

・引き続き左記を実施。

水防連絡会にて連絡体制を確認 ・引き続き左記を実施。

自治体が実施する防災訓練へ
の参加

㉞自治体が実施する防災訓練
への参加

・引き続き左記を実施。

排水ポンプ車の最適配置計画の
検討

・引き続き左記を実施。

㉛広域支援拠点等の検討支援

㉜排水ポンプ車の最適配置計画
の検討（飯山市）

㉖水防技術講習会に参加

・引き続き左記を実施。

ハザードマップポータルサイトの
周知と活用を促進

・引き続き左記を実施。

洪水予測（水位予測）精度向上
の検討

・引き続き左記を実施。

⑫ハザードマップポータルサイト
の周知と活用を促進

⑬洪水予測（水位予測）精度向
上の検討

避難計画の参考となる情報の提
供

・引き続き左記を実施。

⑨浸水想定区域図の公表
⑨想定最大外力を対象とした氾
濫シミュレーション（浸水ナビ）の
公表

公表済み

避難計画の参考となる情報の提
供

公表済み

総合水防演習の実施（又は参
加）

㉔総合水防演習の実施（又は参
加）

㉒洪水対応演習の実施

㉓重要水防箇所の情報提供、共
同点検を実施

㉔総合水防演習の実施（又は参
加）

リアルタイムの情報提供やプッ
シュ型情報の発信など防災情報
の充実

大規模工場等への浸水リスクの
説明と水害対策等の啓発活動

・引き続き左記を実施。

⑥台風１９号出水時において、緊
急速報メールを活用した洪水情
報のプッシュ型配信を実施。

㉚技術的助言を行う

要配慮者利用施設による避難確
保の計画の作成に向けた支援を
実施（技術的助言）

・引き続き左記を実施。㉙技術的助言を行う

沿線自治体のタイムライン運用・
検証

・引き続き左記を実施。⑦沿線自治体のタイムライン運
用・検証

㉓自治体関係機関や
水防団が参加した洪
水に対するリスクの高
い箇所の合同巡視の
実施

国、県、
市町村

㉔毎年、関係機関が
連携した水防実働訓
練等を実施

国、県、
市町村

㉞関係機関が連携し
た排水実働訓練の実
施

国、県、
市町村

㉘防災組織の連絡が
迅速かつ円滑に行え
るＭＣＡ無線の整備

市町村

市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

県、市町
村

⑪参加市町村による
広域避難計画の策定
及び支援

国、県、
市町村

予測システムの精度
向上
⑬水位予測の検討及
び精度の向上

国、県

ケーブルテレビ、
SNS等を活用し
た情報発信の強
化

災害情報等の発信
国、県、
市町村

支川の氾濫に着
目したハザード
マップ等を作成
し、リスク情報を
周知

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

国、県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

市町村

③一刻も早く社
会経済活動を回
復させるための
排水活動の取り
組み

救援・救助活動
の効率化に関す
る取組

㉛大規模災害時の救
援・救助活動等支援
のための拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

排水計画案の作
成及び排水訓練
の実施

㉜大規模水害を想定
した千曲川・犀川排水
計画（案）の検討を実
施

国、県、
市町村

㉝排水ポンプ車の出
動要請の連絡体制等
を整備

国、県、
市町村

㉕水防活動の担い手
となる水防協力団体
等の募集・指定を促進

市町村

㉖国・県・自治体職員
等を対象に、水防技術
講習会を実施

国、県、
市町村

㉗大規模災害時の復
旧活動の拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

浸水想定区域に
おける企業、危
険物管理施設へ
の浸水リスク情
報の提供

企業、危険物管理施
設へのリスク情報の共
有
㉚大規模工場等への
浸水リスクの説明と水
害対策等の啓発活動

国、県、
市町村

②避難時間確保
のための水防活
動の取り組み

水防活動の効率
化及び水防体制
の強化に関する
取組

㉒水防団等への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練の実施

国、県、
市町村

避難確保計画の
作成につながる
講習会の開催

講習会の実施
県、市町

村

災害の危険度が
伝わるきめ細や
かな情報発信の
取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水位周知河川の
拡充、洪水浸水
想定区域図の作
成促進等による
浸水リスク情報
の周知

水位周知河川の設定 県

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

⑦避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証
と改善

国、県、
市町村

要配慮者施設の
避難に関する取
組の推進

地域防災計画へ
の位置付けの推
進

施設への指導、支援
県、市町

村

避難確保計画の
作成と訓練の推
進

施設への指導、支援
㉙要配慮者利用施設
による避難確保の計
画の作成に向けた支
援を実施

県、市町
村
国

住民が分かりやすい
きめ細やかな情報伝
達
⑥リアルタイムの情報
提供やプッシュ型情報
の発信など防災情報

国、県、
市町村

マスメディアとの
連携強化

報道機関等への情報
提供及び連携

国、県、
市町村

公共交通機関と
の洪水情報の共
有

公共交通網への浸水
リスク情報の周知

国、県、
市町村

⑭気象情報発信時の
「危険度の色分け」や
「警報級の現象」等の
改善

国、県、
市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

国、県、
市町村

早期避難に向け
た精度の高い降
雨予測、水位予
測体制の検討

住民への情報伝
達手段の強化 ・警報等における危険度の色分け表示

・「警報級の現象になる可能性」の情報
提供
・メッシュ情報の充実化
・大雨警報（浸水害）、洪水警報等の基
準見直し
・危険度分布の精度向上
【H29年度から実施】

・「危険度分布」を提供中
・「早期注意情報（警報級の可能
性）」を提供中
・大雨警報（浸水害）、洪水警報等の
基準見直しを実施
・危険度分布の精度検証を実施

・「危険度分布」や「警報級の可能
性」を提供【継続】
・大雨警報（浸水害）、洪水警報等の
基準見直しを行う【毎年】
・危険度分布の精度検証を実施【毎
年】

2/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
【取組状況一覧】令和元年１０月台風第１９号豪雨水害を踏まえた　千曲川・犀川流域

R2年度末
まで

R6年度末
まで

R9年度末
まで

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

0

○ 0%

4

2

○ 25%

8

3

○ 50%

6

3

○ 50%

6

1

○ 17%

6

1

○ 14%

7

0

○ 0%

4

2

○ 40%

5

0

○ 0%

5

1

○ 14%

7

5

○ 33%

15

0

○ -

0

1

○ 50%

2

3

○ 75%

4

3

○ 38%

8

5

○ 45%

11

19

○ 95%

20

9

○ 82%

11

9

50%

18

13

68%

19

15

88%

17

3

19%

16

5

○ 33%

15

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）

国、県、
市町村

マイ・防災マッ
プ、マイ・タイム
ラインづくりの推

進

①
被
害
の
軽
減
に
向
け
た
治
水
対
策
の
推
進

（
河
川
に
お
け
る
対
策

）

②
地
域
が
連
携
し
た
浸
水
被
害
軽
減
対
策
の
推
進

（
流
域
に
お
け
る
対
策

）

県、市町
村

㉑避難誘導マニュア
ル作成指針を活用し
た、地域版避難誘導
マニュアルの作成

まるごとまちごと
ハザードマップ
の推進（浸水深
表示）

まるごとまちごとハ
ザードマップの支援
⑱まるごとまちごとハ
ザードマップを整備

国、県、
市町村

国、県、
市町村

学校における避
難確保計画の作
成と避難訓練の
推進

避難確保計画の策定
と避難訓練の実施

国、県、
市町村

平時から住民等
への周知・教育・
訓練に関する取
組

⑮自治会や地域住民
が参加した洪水に対
するリスクの高い箇所
の共同点検の実施

国、市町
村

⑲効果的な「水防災意
識社会」の再構築に役
立つ広報や資料を作
成・配布

国、県、
市町村

⑳住民の防災意識を
高め、地域の防災力
の向上を図るための
自主防災組織の充実

国、県、
市町村

防災教育や防災
知識の普及に関
する取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水害の記憶の伝
承

パネル展、イベント、
水害リスク情報の周知
やSNS等を活用した発
信

国、県、
市町村

マイ・タイムラインづく
りの支援

国、県、
市町村

地域住民や小中
学生等を対象に
した防災教育の
推進

出前講座による防災
教育の実施
⑯小中学校等におけ
る水防災教育の実施
⑰出前講座等を活用
し、水災害等に関する

住まい方の工夫
に関する取組

「まちづくり」によ
る水害に強い地
域への誘導

都市計画マスタープラ
ンや立地適正化計画
による水害に強い地
域への誘導
⑩立ち退き避難が必
要な区域及び避難方
法の検討及び支援

市町村
国、県

克雪型住まい
（高床式）費用の
助成活用の充実

市町村

不動産関係団体
への水害リスク
情報と周知協力
の推進

不動産関係者への水
害リスク情報の提供

市町村

マイ・防災マップづくり
の支援

排水機場の耐水
化の推進

排水機場等の耐水化
国、県、
市町村

大規模災害時に
おける迅速な復
旧支援の取組

緊急復旧などを
迅速に行う防災
拠点

防災拠点等の整備
④新技術を活用した
水防資機材の検討及
び配備

国、県、
市町村

県、市町
村

排水機場の整備

排水機場の整備、増
設

国、県、
市町村

排水ポンプ車等の整
備

国、県、
市町村

支川氾濫抑制、
内水被害を軽減
する取組

支川、水路にお
ける氾濫抑制対
策

築堤
県、市町

村

河道掘削

支流の流出抑制
の取組

ため池等既存施
設の有効利用

ため池の水位低下運
用

市町村

雨水貯留施設、
田んぼダム、透
水性舗装の整備
等

公園、校庭等の雨水
貯留施設の整備

河道・管理施設
等の適切な維持
管理

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 国、県

河道内の堆積土砂の撤去、樹木・ヨシ等
の植生管理

国、県

市町村

浸透性舗装、側溝、ま
すの設置

県、市町
村

各戸貯留施設の費用
補助

市町村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

施設規模を上回
る洪水に対する
取組

危機管理型ハー
ド対策

堤防裏法尻の補強・
天端舗装

国、県

既存施設を活用
した洪水被害軽
減対策

堤防の強化（浸透対策等） 国、県

既存の排水機場、ダム、遊水池、堰など
の河川管理施設について、更なる洪水
被害軽減の可能性について検討を行う
とともに、必要な対策を実施
②既設ダムを有効活用した洪水調節機
能確保

国、県

河道掘削・樹木伐採 国、県

築堤 国、県

河岸侵食対策（護岸
等）

国、県

被災施設等の迅
速な復旧

堤防、護岸、排水機場等の被災施設の
復旧

国、県

河川水位の低下
及び洪水流下断
面を向上させる
ための取組

遊水池等の洪水
調節施設の整備

遊水池の整備 国、県

洪水が円滑に流
れやすい河道整
備の推進

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

※ ※ ※

○ ○ ○

○

● ○

●

●

○ ○

●

○

○

● ● ○

○

○

● ● ●

● ● ●

● ○ ●

● ● ●

○ ● ○

● ○ ○

・地区防災マップや避難所運営マ
ニュアルの作成を推進し、希望の
あった自治会の支援を行う。（継続
中）

地区防災マップや避難所運営マニュ
アルを作成する自主防災組織等を
支援

地区防災マップや避難所運営マニュ
アルを作成する自主防災組織等を
支援

上田市 松本市 生坂村

・ハザードマップの更新の際に検討 転入者へ配布。ハザードマップを更新し、L1および
L2の浸水粋を掲載。全戸へ配布予
定。

・避難訓練の実施や防災講演会の
実施

同様に実施予定

・自主防災組織の育成、強化 同様に実施予定

・避難誘導マニュアル作成指針を活
用した、地域版避難誘導マニュアル
の作成について検討

要配慮者支援マニュアルの作成を
予定。

全域を対象に9月1日に防災訓練を
実施し避難訓練、防災講演会を行っ
た。

訓練実施する自主防災組織（行政
区単位で組織）に対して補助金を交
付。

防災マニュアルを作成し全戸へ配
布。

・中学生を対象にした防災教育とし
て、防災士（講師）を招いて地域防
災について講演会を行っている（R1
～）

⑯出前講座の実施を検討

年1回の講演が恒例となるよう引き
続き実施。

・河川管理者と水防関係機関で重要
水防箇所等の合同巡視を実施

5月中旬ごろ実施予定。

中学生に対し、防災士の方を招き講
演を実施。

5月20日に実施

⑩ハザードマップの検討時に同時に
検討を行う。

要配慮者に対し、災害時の対応を検
討。

今年度ハザードマップの更新を行い
全戸へ配布。

・犀川洪水時の内水対策のため、地
域住民と消防団による排水体制の
整備を図り、排水ポンプの配置につ
いても検討したい

排水ポンプの配置について検討。地域住民と消防団とで共同し内水処
理できる体制を構築。
台風19号襲来の際、内水処理班とし
て実動。

自主防災組織防災活動支援補助金
制度による活動支援【継続】

自主防災組織防災活動支援補助金
制度による活動支援【継続】

自主防災組織防災活動支援補助金
制度による活動支援【継続】

自主防災組織防災活動支援補助金
制度による活動支援【継続】

まるごとまちごとハザードマップの整
備を検討する。

まるごとまちごとハザードマップの整
備を検討予定。

自主防災組織防災活動支援補助金
制度による活動支援【継続】

自主防災組織防災活動支援補助金
制度による活動支援【継続】

まるごとまちごとハザードマップの整
備を検討。

河川管理者と水防関係機関で重要
水防箇所等の合同巡視の実施を検
討する【済】

・合同巡視を実施予定

効果的な「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料の作成・配
布を検討する。

・合同巡視を実施
（5月21日、27日）

・地域防災力向上の一環として、住
民の自主的な避難行動に役立てて
もらうため、町会によるマイタイムラ
イン作成を支援する（職員向け及び
町会向けのマイタイムライン講習会
実施：R2）

・町会及び市民向けにマイ・タイムラ
インの作成支援を行う

・市内小中学校の児童生徒に対し、
災害発生時に自分の身は自分で守
る行動を行う防災教室を職員が講
師となり実施（継続中）
⑯⑰出前講座の継続した開催【継
続】

・出前講座実施（継続）

・市職員を対象にマイ・タイムライン
作成講習会を開催（2月）

・出前講座実施

⑩ハザードマップの検討時に同時に
検討を行う。

【立地適正化計画】
概ね５年後の見直しを予定

【立地適正化計画】
見直しに向け検討予定

【立地適正化計画】
見直しに向け検討

・第二地区では、豪雨のたび発生する普通河川からの

溢水浸水被害に対し、排水系統の見直しと排水路整

備、雨水貯留施設の設置を実施している（県第一雨水

幹線）（実施中：H25～R6）

・庄内地区では、豪雨のたび発生する普通河川からの

溢水による浸水被害に対し、雨水貯留施設を設置し流

出量の抑制と、浸水被害の軽減を図っている（実施中：

H27～R7)

・また、排水ポンプを高効率の機種に変更し、浸水被害

の軽減を図る予定（筑摩雨水幹線貯留施設、和泉川排

水区ポンプゲート）

・排水路整備Ｌ＝199ｍを実施予定
・排水路整備の計画を作成予定
・排水ポンプ設置を実施予定

・排水路整備Ｌ＝128ｍを実施
・雨水貯留施設Ｖ＝1,500㎥を設置
・排水ポンプ設置事業を開始

・まるごとまちごとハザードマップの
整備を検討【H28年度～】

浸水想定区域の見直し等を踏まえ
た指定緊急避難所の見直しを検討

浸水想定区域の見直し等を踏まえ
た指定緊急避難所の見直しと表示
看板の更新を実施

自主防災組織のリーダー研修会や
市民向けの防災講座、出前講座等
の実施

・自主防災組織リーダー研修会を通
じて、組織の育成・強化を図ってい
る。【済】

自主防災組織のリーダー研修会や
市民向けの防災講座、出前講座等
の実施

・避難誘導マニュアル作成指針を活
用した、地域版避難誘導マニュアル
の作成【H28年度～】

地区防災マップを作成する自主防災
組織等を支援

自主防災組織のリーダー研修会や
市民向けの防災講座、出前講座等
の実施

自主防災組織のリーダー研修会や
市民向けの防災講座、出前講座等
の実施

地区防災マップを作成する自主防災
組織等を支援

・自主防災組織のリーダー研修会や
市民向けの防災講座、出前講座等
により、防災意識の向上を図る。（継
続中）

自主防災組織のリーダー研修会や
市民向けの防災講座、出前講座等
の実施

・河川管理者と地域住民で重要水防
箇所等の千曲川合同巡視を実施。
【済】

河川管理者、地域住民、上田市で重
要水防箇所等の合同巡視を実施

自主防災組織のリーダー研修会や
市民向けの防災講座、出前講座等
の実施

河川管理者、地域住民、上田市で重
要水防箇所等の合同巡視を実施

⑩ハザードマップの検討時に同時に
検討を行う。

【立地適正化計画】
H31.3策定済み
→災害を踏まえた見直しの予定に
ついて検討中

地区防災マップを作成する自主防災
組織等を支援
ハザードマップの更新に合わせて最
大規模降雨による浸水想定区域を
更新

地区防災マップを作成する自主防災
組織等を支援

・河畔林の伐採
・堆積土砂等の浚渫

・河畔林の伐採
・堆積土砂等の浚渫

・農地から宅地に転用される個別の
土地の流出抑制策として、雨水浸透
桝や浸透側溝等の整備を指導。（継
続中）

・雨水流出抑制の指導

・住宅雨水貯留施設設置に対する
補助金交付(現行制度有：継続中、
拡充を検討)

・補助金交付

・局地的豪雨により浸水被害が発生
している市街地において、排水系統
の見直しによる対策を検討。（Ｒ2～）

・排水系統の見直し

・雨水流出抑制の指導

・補助金交付

・対象箇所の検討

・城下地区排水対策として、順次複
数箇所の調整池を整備し流量抑制
する。（R2～予定）

・調整池整備１箇所

・雨水排水抑制を図るため、公共用地を活用し
た雨水貯留施設の設置を検討。（継続中）
・市内に84池あるため池の管理者に、灌漑期以
外は貯水機能を持たせるために、低水位管理
を依頼する。（検討段階：Ｒ2～）
老朽ため池の耐震化補強工事、農地保全対策
として、ため池等の浚渫を推進

・ため池の貯水機能の検討
・ため池の耐震補強

・計画策定

・ため池の耐震補強

・準用河川等における災害復旧工事
の実施

・災害復旧工事の実施・災害復旧工事の実施

・準用河川や普通河川の河川区域
及びその周辺の河畔林の除間伐、
また、浚渫等、適切な管理による洪
水被害の防止・軽減を図る。（継続
中）

・自主防災組織のリーダー研修会や
市民向けの防災講座、出前講座等
により、防災意識の向上を図る。
【済】

3/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
R2年度末

まで
R6年度末

まで
R9年度末

まで

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

13

○ 68%

19

15

○ 75%

20

2

○ 50%

4

14

○ 88%

16

1

○ 33%

3

1

○ 100%

1

1

○ 100%

1

12

○ 71%

17

11

○ 65%

17

1

6%

18

2

○ 100%

2

8

○ 53%

15

10

○ 59%

17

2

○ 100%

2

9

○ 100%

9

11

○ 100%

11

4

○ 80%

5

19

○ 95%

20

2

○ 67%

3

4

○ 67%

6

3

○ 75%

4

14

74%

19

13

72%

18

12

75%

16

16

94%

17

12

71%

17

5

50%

10

3

100%

3

4

25%

16

4

27%

15

12

67%

18

2

100%

2

：実施 ：継続実施

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）
水位計、空間監
視カメラ等の整
備によるリアル
タイム情報の発

信

水位計、監視カメラ等
の設置
⑤円滑な避難活動や
水防活動を支援する
ため、ＣＣＴＶカメラ、簡
易水位計や量水標等

国、県、
市町村

豪雨に対応した
タイムラインの普

及促進

新規・既存タイムラインの
作成及び更新
⑧関係者が一体となったタ
イムラインの想定最大規模
降雨における防災行動の
見直し及びタイムラインの
作成支援

国、県、
市町村

㉓自治体関係機関や
水防団が参加した洪
水に対するリスクの高
い箇所の合同巡視の
実施

国、県、
市町村

㉔毎年、関係機関が
連携した水防実働訓
練等を実施

国、県、
市町村

㉞関係機関が連携し
た排水実働訓練の実
施

国、県、
市町村

㉘防災組織の連絡が
迅速かつ円滑に行え
るＭＣＡ無線の整備

市町村

市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

県、市町
村

⑪参加市町村による
広域避難計画の策定
及び支援

国、県、
市町村

予測システムの精度
向上
⑬水位予測の検討及
び精度の向上

国、県

ケーブルテレビ、
SNS等を活用し
た情報発信の強
化

災害情報等の発信
国、県、
市町村

支川の氾濫に着
目したハザード
マップ等を作成
し、リスク情報を
周知

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

国、県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

市町村

③一刻も早く社
会経済活動を回
復させるための
排水活動の取り
組み

救援・救助活動
の効率化に関す
る取組

㉛大規模災害時の救
援・救助活動等支援
のための拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

排水計画案の作
成及び排水訓練
の実施

㉜大規模水害を想定
した千曲川・犀川排水
計画（案）の検討を実
施

国、県、
市町村

㉝排水ポンプ車の出
動要請の連絡体制等
を整備

国、県、
市町村

㉕水防活動の担い手
となる水防協力団体
等の募集・指定を促進

市町村

㉖国・県・自治体職員
等を対象に、水防技術
講習会を実施

国、県、
市町村

㉗大規模災害時の復
旧活動の拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

浸水想定区域に
おける企業、危
険物管理施設へ
の浸水リスク情
報の提供

企業、危険物管理施
設へのリスク情報の共
有
㉚大規模工場等への
浸水リスクの説明と水
害対策等の啓発活動

国、県、
市町村

②避難時間確保
のための水防活
動の取り組み

水防活動の効率
化及び水防体制
の強化に関する
取組

㉒水防団等への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練の実施

国、県、
市町村

避難確保計画の
作成につながる
講習会の開催

講習会の実施
県、市町

村

災害の危険度が
伝わるきめ細や
かな情報発信の
取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水位周知河川の
拡充、洪水浸水
想定区域図の作
成促進等による
浸水リスク情報
の周知

水位周知河川の設定 県

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

⑦避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証
と改善

国、県、
市町村

要配慮者施設の
避難に関する取
組の推進

地域防災計画へ
の位置付けの推
進

施設への指導、支援
県、市町

村

避難確保計画の
作成と訓練の推
進

施設への指導、支援
㉙要配慮者利用施設
による避難確保の計
画の作成に向けた支
援を実施

県、市町
村
国

住民が分かりやすい
きめ細やかな情報伝
達
⑥リアルタイムの情報
提供やプッシュ型情報
の発信など防災情報

国、県、
市町村

マスメディアとの
連携強化

報道機関等への情報
提供及び連携

国、県、
市町村

公共交通機関と
の洪水情報の共
有

公共交通網への浸水
リスク情報の周知

国、県、
市町村

⑭気象情報発信時の
「危険度の色分け」や
「警報級の現象」等の
改善

国、県、
市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

国、県、
市町村

早期避難に向け
た精度の高い降
雨予測、水位予
測体制の検討

住民への情報伝
達手段の強化

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

上田市 松本市 生坂村

● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ○

● ● ○

○ ○ ○

● ● ○

● ● ○

●

● ● ●

● ●

● ● ●

● ● ●

● ○ ○

● ● ●

● ● ○

○ ●

●

〇 ○ ○

● ○ ○

● ○ ●

●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）

水位計、監視カメラ等の設置 ・県管理河川に危機管理型水位計
を6箇所設置

・関係者が一体となったタイムライン
の想定最大規模降雨における防災
行動の見直し及びタイムラインの作
成支援

検討中 検討中

・県管理河川の浸水想定区域の見直し（Ｌ２）を
受けて、ハザードマップを更新し全戸配布（R2）

⑫（更新したハザードマップを全戸配布【済】）
・必要に応じ出前講座等での周知や見直しを実
施していく。

⑦避難のための時間を十分に確保
した避難勧告を発令するためのタイ
ムラインの作成を検討

水防技術講習会の開催を検討

・老朽化している水防倉庫の建替え
や効果的な場所への移設設置を検
討する。【H29年度～】
・防災拠点等の適切な配置などを検
討予定【H28年度～】

水防倉庫の点検。老朽箇所等の確
認。
老朽箇所の修繕。
庁舎改築事業の実施

・広域的に資材を運用するための協
議、検討
・道の駅において拠点等配置計画を
検討中

道の駅について検討

・消防団配備の可搬ポンプにより排
水活動を行う。

排水活動継続のための各分団間連
携について検討

連絡体制の整備【引き続き実施】 継続して実施

防災倉庫を継続利用

内水処理の為可搬ポンプのよる排
水作業を実施

現場の状況によりポンプ車の出動を
要請

8月4日に小型ポンプを使用した訓練
を実施。

・出水期前に国や消防団等と重要水
防箇所の合同巡視を実施

同様に実施予定

・定期的に実施 同様に実施予定

・消防団員の募集の強化 出動率の良い団員に対し、村内で使
える応援商品券を交付することを検
討。

5月20日に実施。

9月1日に総合防災訓練を実施。

団員増の為の施策を検討。

・情報伝達訓練の実施について検討
・今後、近隣市村と協議、検討

同様に実施予定全域を対象に9月1日に防災訓練を
実施。

・防災行政無線、緊急速報メールを
活用
・防災行政無線のデジタル化（～
H34年10月末まで）

エリアメール、防災行政無線を活
用。

エリアメール、防災行政無線を活
用。

・消防団員による水防訓練の実施 同様に実施予定

⑫洪水浸水想定区域の変更に伴う
ハザードマップの更新・周知

転入者へ配布。L1・L2の浸水想定区域を反映したハ
ザードマップを作成し全戸へ配布。

・広域避難について検討 他市村と足並みをそろえ検討。

・例年開催する総合防災訓練での全村を対象と
した避難訓練での意見や住民懇談会の開催に
より、本年度新たにハザードマップと防災マニュ
アルの作成を行う（協議中：R1)
・特に浸水想定区域L1及びL2の確認とそれぞ
れの避難場所について意見交換を行う
⑫洪水浸水想定区域の変更に伴うハザードマッ
プの更新・周知

要配慮者支援マニュアルについて再
度防災懇談会を開催し検討予定。

他市村と足並みをそろえ検討。

防災懇談会を開催し防災マニュアル
及びハザードマップについて協議を
行った。

・防災行政無線、緊急速報メールを
活用
・防災行政無線のデジタル化（～
H34年11月末まで）

エリアメール、防災行政無線を活
用。

エリアメール、防災行政無線を活
用。

・例年開催する総合防災訓練での全村を対象と
した避難訓練での意見や住民懇談会の開催に
より、本年度新たにハザードマップと防災マニュ
アルの作成を行う（協議中：R1)
・特に浸水想定区域L1及びL2の確認とそれぞ
れの避難場所について意見交換を行う
⑫洪水浸水想定区域の変更に伴うハザードマッ
プの更新・周知

要配慮者支援マニュアルについて再
度防災懇談会を開催し検討予定。

⑫洪水浸水想定区域の変更に伴う
ハザードマップの更新・周知

転入者へ配布。

防災懇談会を開催し防災マニュアル
及びハザードマップについて協議を
行った。

L1・L2の浸水想定区域を反映したハ
ザードマップを作成し全戸へ配布。

・要援護者施設において防災無線や
戸別受信機を設置

同様に実施予定村内全世帯に対し、防災行政無線
個別受信機を設置

⑦避難のための時間を十分に確保
した避難勧告を発令するためのタイ
ムラインの検証と改善

要配慮者に対する活動を検討。防災マニュアルにおいて、災害警戒
時等活動予定の組織に関する行動
計画を記載。

千曲川・犀川排水計画（案）の検討
を実施

千曲川・犀川排水計画（案）の検討
を実施予定

連絡体制の整備 連絡体制の整備に向け検討予定

千曲川・犀川排水計画（案）の検討
を実施

連絡体制の整備に向け検討を実施

物資集積拠点（島内）の検討実施

各連合町会長及び各水防団(消防
団)に配備【済】

各連合町会長及び各水防団(消防
団)に配備【済】

移動系及び同報系無線の操作卓を
庁舎外(市民芸術館2Ｆ)に設置済(も
う1カ所は庁舎1Fに設置）
庁舎改築にあわせて検討

移動系及び同報系無線の操作卓を
庁舎外(市民芸術館2Ｆ)に設置済(も
う1カ所は庁舎1Fに設置）
庁舎改築にあわせて検討

「松本市防災物資ターミナル」竣工

各連合町会長及び各水防団(消防
団)に配備【済】

移動系及び同報系無線の操作卓を
庁舎外(市民芸術館2Ｆ)に設置済(も
う1カ所は庁舎1Fに設置）
庁舎改築にあわせて検討

消防団(水防団)訓練にあわせての
実施を検討する。

消防団(水防団)訓練にあわせての
実施を検討する。

水防団員や消防団員の募集の強化
【継続】

水防団員や消防団員の募集の強化
を実施予定

消防団(水防団)訓練にあわせて実
施【継続】

消防団(水防団)訓練にあわせて実
施予定

消防団(水防団)訓練にあわせての
実施を検討する。

水防団員や消防団員の募集の強化
を実施

消防団(水防団)訓練にあわせて実
施

水防団等への連絡体制の確認

重要水防箇所の合同巡視に参加す
る。

重要水防箇所の合同巡視に参加予
定

・令和2年5月21日、27日に参加

松本安心ネットへの登録、市ホームページへの
情報掲載【済】
防災行政無線の普及は済んでいるものの、梓
川地区・波田地区ともに合併前に整備した設備
(施設)のため、デジタル化へ更新予定(H29年度
目途)
河川管理者が提供している水位情報等を閲覧
できるホームページなどを周知【済】

松本安心ネットへの登録、市ホームページへの
情報掲載【済】
防災行政無線の普及は済んでいるものの、梓
川地区・波田地区ともに合併前に整備した設備
(施設)のため、デジタル化へ更新【済】
河川管理者が提供している水位情報等を閲覧
できるホームページなどを周知【済】

松本安心ネットへの登録、市ホームページへの
情報掲載【済】
防災行政無線の普及は済んでいるものの、梓
川地区・波田地区ともに合併前に整備した設備
(施設)のため、デジタル化へ更新【済】
河川管理者が提供している水位情報等を閲覧
できるホームページなどを周知【済】

・水位計が未設置の河川について
は、設置を要望していく

・県管理河川の浸水想定区域の見直し
（Ｌ２）を受けて、ハザードマップを更新し
全戸配布（R2）

⑫（更新したハザードマップを全戸配布）
・必要に応じ出前講座等での周知や見
直しを実施していく。

Ｌ2作成後、ハザードマップの更新を
行う

・県管理河川の浸水想定区域の見直し
（Ｌ２）を受けて、ハザードマップを更新し
全戸配布（R2）

⑫（更新したハザードマップを全戸配布
【済】）
・必要に応じ出前講座等での周知や見
直しを実施していく。

出前講座等で周知

Ｌ2未作成の支川については、県へ
作成を依頼

出前講座等で周知を実施

・ハザードマップを更新し、全戸配布
を行う

・県管理河川の浸水想定区域の見直し（Ｌ２）を
受けて、ハザードマップを更新し全戸配布（R2）

⑫（更新したハザードマップを全戸配布【済】）
・必要に応じ出前講座等での周知や見直しを実
施していく。

・ハザードマップを更新し、全戸配布
を行う

隣接市町村における避難場所の設
定は実施しない（河川を跨ぐ避難に
なり避難経路が危険であるため）

隣接市町村における避難場所の設
定は実施しない（河川を跨ぐ避難に
なり避難経路が危険であるため）

・ハザードマップ更新へ向けて協議
を行う

・ハザードマップ更新へ向けて協議
を行う

隣接市町村における避難場所の設
定は実施しない（河川を跨ぐ避難に
なり避難経路が危険であるため）

避難確保計画の作成支援を実施 ・・避難確保計画の提出依頼を行う

・「松本市大雨災害に関するタイムラ
イン」を作成

・避難確保計画の提出依頼を行う

⑧広域的な連携に資するタイムライ
ンの作成を検討【～H32年度】

・市役所改築に合わせて自家発電
設備の設置等を検討
・資機材リースの協力に関する協定
を締結済（長野県建設機械リース業
協会）

庁舎改築事業の実施

・6月～10月にポンプ1基(リース)を設
置。地元自治会で月1回、操作して
いる。

地元自治会でポンプの動作訓練の
実施。

連絡体制の整備【引き続き実施】 マニュアルに従って対応。

庁舎改築工事の実施

地元自治会でポンプの動作訓練の
実施。

マニュアルに従って対応。

・県主催で２年に１度開催している建
設事務所の指導により、実施。

上田市防災訓練で水防技術訓練を
実施

水防倉庫の点検。老朽箇所等の確
認。
庁舎改築事業の実施

・河川管理者と地域住民で重要水防
箇所等の千曲川合同巡視を実施。
【済】

河川管理者、地域住民、上田市で重
要水防箇所等の合同巡視を実施

・県主催で２年に１度開催している建
設事務所の指導により、実施

年1回「上田市防災訓練」の訓練の
一つとして実施

上田市防災訓練で実施

・年間通じて、消防団員（水防団員）
を募集。【済】

年間通じて、消防団員（水防団員）を
募集

河川管理者、地域住民、上田市で重
要水防箇所等の合同巡視を実施

上田市防災訓練で実施

年間通じて、消防団員（水防団員）を
募集

タイムラインの活用を含め、情報伝
達訓練の実施を検討する。

上田市防災訓練で情報伝達訓練を
実施

上田市防災訓練で情報伝達訓練を
実施

・市メール配信サービスやSNS、河
川砂防情報ステーション等の活用を
実施【済】
新たな情報伝達手段の整備に向け
た検討を実施【H27年度～】

新たな情報伝達手段の整備に向け
た検討を実施

新たな情報伝達手段の整備に向け
た検討を実施

・出前講座や自主防災組織リーダー
研修会等を通じて周知

出前講座やリーダー研修会等で周
知

・千曲川のライブカメラ映像の配信
（ケーブルテレビ、ホームページ）

・千曲川のライブカメラ映像の配信
（ケーブルテレビ、ホームページ）

出前講座やリーダー研修会等で周
知

・千曲川のライブカメラ映像の配信
（ケーブルテレビ、ホームページ）

検討を実施

・県管理河川の浸水想定区域の見
直し等を踏まえて、ハザードマップを
更新し全戸に配布

県管理河川の浸水想定区域の見直
し等を踏まえて、ハザードマップを更
新し全戸に配布

検討を実施

ハザードマップの更新を検討

・県管理河川の浸水想定区域の見
直し等を踏まえて、ハザードマップを
更新し全戸に配布

県管理河川の浸水想定区域の見直
し等を踏まえて、ハザードマップを更
新し全戸に配布

・出前講座や自主防災組織リーダー
研修会等を通じて周知

出前講座やリーダー研修会等で周
知

ハザードマップの更新を検討

出前講座やリーダー研修会等で周
知

避難確保計画を作成する団体等を
支援

避難確保計画を作成する団体等を
支援

⑦避難勧告を発令するためのタイム
ライン策定【H28年度】

必要により避難勧告等の判断・伝達
基準を見直し

避難勧告等の判断・伝達基準に警
戒レベル制を導入

・避難確保計画を作成する団体等を
支援

・広域避難計画に関して検討

4/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
【取組状況一覧】令和元年１０月台風第１９号豪雨水害を踏まえた　千曲川・犀川流域

R2年度末
まで

R6年度末
まで

R9年度末
まで

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

0

○ 0%

4

2

○ 25%

8

3

○ 50%

6

3

○ 50%

6

1

○ 17%

6

1

○ 14%

7

0

○ 0%

4

2

○ 40%

5

0

○ 0%

5

1

○ 14%

7

5

○ 33%

15

0

○ -

0

1

○ 50%

2

3

○ 75%

4

3

○ 38%

8

5

○ 45%

11

19

○ 95%

20

9

○ 82%

11

9

50%

18

13

68%

19

15

88%

17

3

19%

16

5

○ 33%

15

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）

国、県、
市町村

マイ・防災マッ
プ、マイ・タイム
ラインづくりの推

進

①
被
害
の
軽
減
に
向
け
た
治
水
対
策
の
推
進

（
河
川
に
お
け
る
対
策

）

②
地
域
が
連
携
し
た
浸
水
被
害
軽
減
対
策
の
推
進

（
流
域
に
お
け
る
対
策

）

県、市町
村

㉑避難誘導マニュア
ル作成指針を活用し
た、地域版避難誘導
マニュアルの作成

まるごとまちごと
ハザードマップ
の推進（浸水深
表示）

まるごとまちごとハ
ザードマップの支援
⑱まるごとまちごとハ
ザードマップを整備

国、県、
市町村

国、県、
市町村

学校における避
難確保計画の作
成と避難訓練の
推進

避難確保計画の策定
と避難訓練の実施

国、県、
市町村

平時から住民等
への周知・教育・
訓練に関する取
組

⑮自治会や地域住民
が参加した洪水に対
するリスクの高い箇所
の共同点検の実施

国、市町
村

⑲効果的な「水防災意
識社会」の再構築に役
立つ広報や資料を作
成・配布

国、県、
市町村

⑳住民の防災意識を
高め、地域の防災力
の向上を図るための
自主防災組織の充実

国、県、
市町村

防災教育や防災
知識の普及に関
する取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水害の記憶の伝
承

パネル展、イベント、
水害リスク情報の周知
やSNS等を活用した発
信

国、県、
市町村

マイ・タイムラインづく
りの支援

国、県、
市町村

地域住民や小中
学生等を対象に
した防災教育の
推進

出前講座による防災
教育の実施
⑯小中学校等におけ
る水防災教育の実施
⑰出前講座等を活用
し、水災害等に関する

住まい方の工夫
に関する取組

「まちづくり」によ
る水害に強い地
域への誘導

都市計画マスタープラ
ンや立地適正化計画
による水害に強い地
域への誘導
⑩立ち退き避難が必
要な区域及び避難方
法の検討及び支援

市町村
国、県

克雪型住まい
（高床式）費用の
助成活用の充実

市町村

不動産関係団体
への水害リスク
情報と周知協力
の推進

不動産関係者への水
害リスク情報の提供

市町村

マイ・防災マップづくり
の支援

排水機場の耐水
化の推進

排水機場等の耐水化
国、県、
市町村

大規模災害時に
おける迅速な復
旧支援の取組

緊急復旧などを
迅速に行う防災
拠点

防災拠点等の整備
④新技術を活用した
水防資機材の検討及
び配備

国、県、
市町村

県、市町
村

排水機場の整備

排水機場の整備、増
設

国、県、
市町村

排水ポンプ車等の整
備

国、県、
市町村

支川氾濫抑制、
内水被害を軽減
する取組

支川、水路にお
ける氾濫抑制対
策

築堤
県、市町

村

河道掘削

支流の流出抑制
の取組

ため池等既存施
設の有効利用

ため池の水位低下運
用

市町村

雨水貯留施設、
田んぼダム、透
水性舗装の整備
等

公園、校庭等の雨水
貯留施設の整備

河道・管理施設
等の適切な維持
管理

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 国、県

河道内の堆積土砂の撤去、樹木・ヨシ等
の植生管理

国、県

市町村

浸透性舗装、側溝、ま
すの設置

県、市町
村

各戸貯留施設の費用
補助

市町村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

施設規模を上回
る洪水に対する
取組

危機管理型ハー
ド対策

堤防裏法尻の補強・
天端舗装

国、県

既存施設を活用
した洪水被害軽
減対策

堤防の強化（浸透対策等） 国、県

既存の排水機場、ダム、遊水池、堰など
の河川管理施設について、更なる洪水
被害軽減の可能性について検討を行う
とともに、必要な対策を実施
②既設ダムを有効活用した洪水調節機
能確保

国、県

河道掘削・樹木伐採 国、県

築堤 国、県

河岸侵食対策（護岸
等）

国、県

被災施設等の迅
速な復旧

堤防、護岸、排水機場等の被災施設の
復旧

国、県

河川水位の低下
及び洪水流下断
面を向上させる
ための取組

遊水池等の洪水
調節施設の整備

遊水池の整備 国、県

洪水が円滑に流
れやすい河道整
備の推進

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

●

●

●

● ○ ○

●

● ● ●

● ● ○

○ ○

● ● ○

● ● ○

○ ○

○

・地震防災訓練、避難所運営訓練、
自主避難計画の策定と訓練を実施
し防災力の向上を図る（継続中）

安曇野市 大町市 池田町

・自主防災組織の活用、強化【H28
～】

今後も避難所運営訓練は毎年実施
とする（町単独）

・避難誘導マニュアル作成指針を活
用した、地域版避難誘導マニュアル
の作成【H28年度～】

左記作成支援を推進していく。

・洪水、土砂災害、地滑り等を一緒
にしたハザードマップを全戸配布予
定
【H28年度】

新しく示された浸水想定区域（Ｌ２）
を基にしたハザードマップの作成。

県と合同で避難所運営訓練の実施
【Ｒ1.10.26】

各自主防災会単位でのマニュアル
整備に向けた作成支援の説明と支
援。

未実施

前年同様に行いたい。

・河川管理者と自治会や地域住民で
重要水防箇所等の共同点検を実施
する。【H28年度～】

大町建設事務所との重要水防箇所
等の合同点検を計画。

防災訓練及び自主防災会での講習
等の開催【H28年度～】

防災講演会実施

避難確保計画未報告施設への個別
説明・支援を随時実施。また、訓練
実施の確認・指導。

未実施

県から講師を招いての防災講演会
を予定（新型肺炎感染拡大防止の
観点で中止）

⑯・出前講座の継続した開催【H28
年度～】
⑰実施する。

・前年同様の出水期前で引き続き実
施したい。
・小中学校等における水防災教育に
ついて検討。

松川村消防団との合同水防訓練時
北陸地方整備局千曲川河川事務所
による講義と排水ポンプ車の展示
【Ｒ1.5.18】

⑩今後、検討予定 土砂災害警戒区域「中島地区」の自
主避難計画作成と訓練

土砂災害警戒区域「堀の内地区」の
自主避難計画作成と訓練
【訓練実施日：Ｒ1.10.27】

想定最大規模降雨に基づくハザード
マップ作成、市ホームページでの公
表

・紙ベース以外のハザードマップ媒
体の検討

・98自治会中93自治会が組織化

自主防災会（自治会）単位での避難
誘導マニュアルの作成

・市ホームページ上のハザードマッ
プ更新
・自治会単位の防災マップ印刷配布

・防災士、防災アドバイザーによる自
主防災組織での訓練
・消防団による小中学校での訓練

・防災士、防災アドバイザーによる自
主防災組織での訓練
・消防団による小中学校での訓練

・学校防災教育の場で、児童・生徒が災害時に自分自

身や家族を守ることにつながるような防災、減災知識を

身に着けてもらう目的で、小学生から中学生まで、それ

ぞれの年齢に合わせた内容で、図上訓練、消防訓練、

救護訓練、救命訓練等を行う（令和元年度　美麻小中

学校、仁科台中学校、大町北小学校で実施）

⑯県建設事務所・砂防事務所の協力で土砂災害に関

して実施（定期的ではない）

⑰職員による学習会及び講演

・各小中学校で訓練実施

・防災会議（水防協議会を兼ねる）で
重要水防区域の確認、見直しを実
施

・防災士の指導によるHUG（避難所
運営訓練）の実施（コロナで中止）
・消防団による美麻小中学校、仁科
台中学校での訓練

・美麻小中学校、大町北小学校、仁
科台中学校で訓練実施

【立地適正化計画】
令和３年度策定予定

【立地適正化計画】
策定着手、R3完了

・自主防災組織が行う防災活動に必
要な経費に対して補助金交付

・自主防災組織が行う防災活動に必
要な経費に対して補助金交付

・自主防災組織が行う防災活動に必
要な経費に対して補助金交付

・避難確保計画作成支援

・出前講座にて、啓発資料の配布
・市窓口にて、啓発資料の設置

・出前講座にて、啓発資料の配布
・市窓口にて、啓発資料の設置

・避難確保計画作成支援

・出前講座にて、啓発資料の配布
・市窓口にて、啓発資料の設置

・地域特性に応じた自主避難計画の
策定

・出前講座でのマイタイムライン作成
支援

・地域特性に応じた自主避難計画の
策定

・出前講座でのマイタイムライン作成
支援

・出前講座の実施
・地域住民、学校関係者へのダン
ボールベッド等防災用品取り扱い方
法説明

・出前講座の実施
・地域住民、学校関係者へのダン
ボールベッド等防災用品取り扱い方
法説明

・地域特性に応じた自主避難計画の
策定（潮沢区、小瀬幅区）

・出前講座の実施
・地域住民、学校関係者へのダン
ボールベッド等防災用品取り扱い方
法説明

・地域防災計画への防災拠点整備
計画の追加済
・防災拠点整備計画に基づく防災拠
点の指定

⑩区域の特定と避難計画作成への
働きかけ

【立地適正化計画】
H30.4策定済み
→災害に係る記載の見直しを検討、
スケジュール未定

・都市計画マスタープランの改定の
際に災害に係る記載の見直しを検
討

・地域防災計画への防災拠点整備
計画の追加済
・防災拠点整備計画に基づく防災拠
点の指定

安曇野市住宅用雨水貯留施設設置
補助金の実施

ハードによる内水被害の最小化とソ
フトによる避難計画策定の相乗効果
により安全安心な地域づくりを図る。

内水対策施設（排水路）の構造を決
定するため詳細設計を実施予定。

安曇野市住宅用雨水貯留施設設置
補助金の実施

内水対策施設検討のため、地形測
量と概略設計を実施。

安曇野市住宅用雨水貯留施設設置
補助金の実施

・地域防災計画への防災拠点整備
計画の追加
・防災拠点整備計画に基づく防災拠
点の指定

・避難確保計画作成支援

5/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
R2年度末

まで
R6年度末

まで
R9年度末

まで

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

13

○ 68%

19

15

○ 75%

20

2

○ 50%

4

14

○ 88%

16

1

○ 33%

3

1

○ 100%

1

1

○ 100%

1

12

○ 71%

17

11

○ 65%

17

1

6%

18

2

○ 100%

2

8

○ 53%

15

10

○ 59%

17

2

○ 100%

2

9

○ 100%

9

11

○ 100%

11

4

○ 80%

5

19

○ 95%

20

2

○ 67%

3

4

○ 67%

6

3

○ 75%

4

14

74%

19

13

72%

18

12

75%

16

16

94%

17

12

71%

17

5

50%

10

3

100%

3

4

25%

16

4

27%

15

12

67%

18

2

100%

2

：実施 ：継続実施

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）
水位計、空間監
視カメラ等の整
備によるリアル
タイム情報の発

信

水位計、監視カメラ等
の設置
⑤円滑な避難活動や
水防活動を支援する
ため、ＣＣＴＶカメラ、簡
易水位計や量水標等

国、県、
市町村

豪雨に対応した
タイムラインの普

及促進

新規・既存タイムラインの
作成及び更新
⑧関係者が一体となったタ
イムラインの想定最大規模
降雨における防災行動の
見直し及びタイムラインの
作成支援

国、県、
市町村

㉓自治体関係機関や
水防団が参加した洪
水に対するリスクの高
い箇所の合同巡視の
実施

国、県、
市町村

㉔毎年、関係機関が
連携した水防実働訓
練等を実施

国、県、
市町村

㉞関係機関が連携し
た排水実働訓練の実
施

国、県、
市町村

㉘防災組織の連絡が
迅速かつ円滑に行え
るＭＣＡ無線の整備

市町村

市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

県、市町
村

⑪参加市町村による
広域避難計画の策定
及び支援

国、県、
市町村

予測システムの精度
向上
⑬水位予測の検討及
び精度の向上

国、県

ケーブルテレビ、
SNS等を活用し
た情報発信の強
化

災害情報等の発信
国、県、
市町村

支川の氾濫に着
目したハザード
マップ等を作成
し、リスク情報を
周知

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

国、県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

市町村

③一刻も早く社
会経済活動を回
復させるための
排水活動の取り
組み

救援・救助活動
の効率化に関す
る取組

㉛大規模災害時の救
援・救助活動等支援
のための拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

排水計画案の作
成及び排水訓練
の実施

㉜大規模水害を想定
した千曲川・犀川排水
計画（案）の検討を実
施

国、県、
市町村

㉝排水ポンプ車の出
動要請の連絡体制等
を整備

国、県、
市町村

㉕水防活動の担い手
となる水防協力団体
等の募集・指定を促進

市町村

㉖国・県・自治体職員
等を対象に、水防技術
講習会を実施

国、県、
市町村

㉗大規模災害時の復
旧活動の拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

浸水想定区域に
おける企業、危
険物管理施設へ
の浸水リスク情
報の提供

企業、危険物管理施
設へのリスク情報の共
有
㉚大規模工場等への
浸水リスクの説明と水
害対策等の啓発活動

国、県、
市町村

②避難時間確保
のための水防活
動の取り組み

水防活動の効率
化及び水防体制
の強化に関する
取組

㉒水防団等への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練の実施

国、県、
市町村

避難確保計画の
作成につながる
講習会の開催

講習会の実施
県、市町

村

災害の危険度が
伝わるきめ細や
かな情報発信の
取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水位周知河川の
拡充、洪水浸水
想定区域図の作
成促進等による
浸水リスク情報
の周知

水位周知河川の設定 県

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

⑦避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証
と改善

国、県、
市町村

要配慮者施設の
避難に関する取
組の推進

地域防災計画へ
の位置付けの推
進

施設への指導、支援
県、市町

村

避難確保計画の
作成と訓練の推
進

施設への指導、支援
㉙要配慮者利用施設
による避難確保の計
画の作成に向けた支
援を実施

県、市町
村
国

住民が分かりやすい
きめ細やかな情報伝
達
⑥リアルタイムの情報
提供やプッシュ型情報
の発信など防災情報

国、県、
市町村

マスメディアとの
連携強化

報道機関等への情報
提供及び連携

国、県、
市町村

公共交通機関と
の洪水情報の共
有

公共交通網への浸水
リスク情報の周知

国、県、
市町村

⑭気象情報発信時の
「危険度の色分け」や
「警報級の現象」等の
改善

国、県、
市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

国、県、
市町村

早期避難に向け
た精度の高い降
雨予測、水位予
測体制の検討

住民への情報伝
達手段の強化

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

安曇野市 大町市 池田町

○ ○

● ○ ○

●

● ● ●

● ○ ○

● ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

●

●

●

● ● ●

●

●

● ● ●

● ● ○

● ● ●

● ● ●

● ● ○

● ○

●

● ● ○

○

● ● ○

●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）

大北圏域減災協議会でのタイムライ
ン作成整備の検討。

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新・周知【～H29年
度】

⑦避難のための時間を十分に確保
した避難勧告を発令するためのタイ
ムラインの検証と改善（活用訓練等
の実施）【H28年度～】

5月出水期前の水防訓練

・MCA未整備
・消防団で消防救急デジタル無線を
共有

5月出水期前の水防訓練

防災無線戸別受信機を全防災会へ
貸与

・重要水防箇所なし
・重要水防区域は市HP上で公開
・浸水シミュレーションをHPで公開
（H22～）

・毎年5月に消防団総合演習におい
て水防訓練実施

5月出水期前の水防訓練

・消防団協力事業所の認定事業 協力事業所更新

沿川自治体職員による河道、堤防
現況視察

実施する。 検討したい。

連絡体制の整備【引き続き実施】 検討したい。

未実施

未実施

・大規模災害時に災害協定業者と連
携した復旧活動を行うため、側帯や
防災拠点等の適切な配置の検討
【H28年度～】

左記活動を引き続き実施。

・広域的に資材を運用するための協
定等の検討【H29年度～】

引き続き実施。

垂直避難場所の確保のため民間施
設と災害協定締結。

民間企業や近隣自治体の協定締
結。

実施する。 引き続き出水期前に実施したい。

・水防団員や消防団員の募集の強
化【H28～】

自治会への協力依頼。

・水防技術の伝承会の実施【H29年
度～】

水防訓練等での実施検討。

松川村消防団と池田町消防団合同
の水防訓練
（Ｒ1.5.18）

常時募集を行い、協力事業への登
録お願い。

未実施

情報伝達訓練の実施【平成29年度
～】
・水防訓練の実施【H28年度～】

左記活動を引き続き実施。

・重要水防箇所の情報提供、共同点
検【H28年度～】

検討したい。

・毎月15日に消防団（水防団）に無
線訓練を兼ね情報伝達訓練の実
施。
・堀の内地区自主避難計画に基づく
訓練
（Ｒ1.10.27）

未実施

・雨量観測施設ポテカの設置（町内4
カ所）し、雨量状況を把握し災害に
備える（運用中）
⑥防災行政無線のデジタル化【済】
⑥防災メールへの登録、配信サービ
ス

引き続き登録者増加のための活動
実施。

登録制メールの利用者増加を目的
に、広報誌やＨＰへの案内掲載。

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新・周知【～H29年
度】

引き続き検討したい。

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新・周知【～H29年
度】

内水ハザードマップ作成の検討。

未実施

新しく示された浸水想定区域（Ｌ２）
を基にしたハザードマップの作成。

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新・周知【～H29年
度】

Ｌ２ハザードマップの作成を急ぎ、Ｈ
Ｐや全戸配布実施を検討。

広域避難計画に関して協議・検討
【～H32年度】

健闘したい。

未実施

・ＨＰでの掲載。
・窓口での配布。（全戸配布は２9年
度に実施）

未実施

避難確保計画作成のひな形の提
示、ホームページへの掲載

前年同様に行いたい。

・タイムラインの重要性を考え、様々
な講習会・勉強会への参加。
・自身で作成できる「マイ・タイムライ
ン」をＨＰに掲載。

避難確保計画未報告施設への個別
説明・支援を随時実施。また、訓練
実施の確認・指導。

受援計画の作成

・掘込河道のため未整備

連絡体制の整備

市受援計画作成

・毎年5月に消防団総合演習におい
て実施

5月出水期前の水防訓練

協力事業所更新

通信訓練の実施 毎月消防団との通信訓練実施毎月消防団との通信訓練実施

・市緊急情報メール（事前登録型）、
エリアメールを配信
・屋外拡声器、戸別受信機整備済
・長野県防災情報システムを利用
・川の防災情報からの情報利用

半鐘信号を防災無線で放送できる
かを検討

気象庁警戒レベルを広報で市民へ
周知

⑫市独自のマップは整備済
大町圏域として検討

・市独自のマップは整備済
大町圏域として検討

・県が行う水害想定区域（L2)見直しに伴う、避
難所などの見直し、ハザードマップを更新する
（検討段階：R2～）
・防災重点ため池のハザードマップを更新する
（要望中：R2）
・要望のある自治会や自主防災会に地区の防
災マップを作成し配布している
⑫市独自のマップは整備済
大町圏域として検討

R3以降県の調査公表後随時作成

・県が行う水害想定区域（L2)見直しに伴う、避
難所などの見直し、ハザードマップの更新
・防災重点ため池のハザードマップの更新
・要望のある自治会や自主防災会に地区防災
マップを作成配布
⑫市独自のマップは整備済

・自治会単位のハザードマップ印刷
配布

⑫市独自のマップは整備済
大町圏域として検討

・市ホームページ上のハザードマッ
プ更新（犀川・高瀬川）
・自治会単位のハザードマップ印刷
配布

・水防法の改正に伴い、要配慮者利用施設の
避難体制の強化を図るため、避難確保計画の
作成、計画に基づく避難訓練の実施が義務化と
なる。現在、26施設管理者が避難確保計画を
作成提出、8施設が作成中。
㉙要配慮者施設に対する計画策定の周知

・未作成施設の支援・34施設中27施設作成済み

⑦既存マニュアルをベースに作成予
定

・地域防災計画へ掲載

県（大町建設事務所）、大北市町村
と調整し、大町圏域として作成

連絡体制整備済み 連絡体制整備済み連絡体制整備済み

国・県・市のそれぞれにより整備済
み
復旧活動の拠点等配置計画を整備

国・県・市のそれぞれにより整備済
み
復旧活動の拠点等配置計画を整備

移動系デジタル防災行政無線をす
べての行政区に配備

移動系デジタル防災行政無線をす
べての行政区に配備

安曇野市地域防災計画に防災拠点
整備計画を追加済

安曇野市地域防災計画に防災拠点
整備計画を追加済

国・県・市のそれぞれにより整備済
み
復旧活動の拠点等配置計画を整備

移動系デジタル防災行政無線をす
べての行政区に配備

安曇野市地域防災計画に防災拠点
整備計画を追加済

毎年、消防団員の教育訓練の項目
として、県職員を講師に水防訓練
（実技、改良積み土嚢工法等）を実
施

毎年、消防団員の教育訓練の項目
として、県職員を講師に水防訓練
（実技、改良積み土嚢工法等）を実
施

消防団員の入団期日について通例4
月1日に加えて10月１日入団制を設
けている。
消防団員確保のための委員会を設
置

消防団員の入団期日について通例4
月1日に加えて10月１日入団制を設
けている。
消防団員確保のための委員会を設
置

毎年、消防団員の教育訓練の項目
として、県職員を講師に水防訓練
（実技、改良積み土嚢工法等）を実
施

毎年、消防団員の教育訓練の項目
として、県職員を講師に水防訓練
（実技、改良積み土嚢工法等）を実
施

毎年、消防団員の教育訓練の項目
として、県職員を講師に水防訓練
（実技、改良積み土嚢工法等）を実
施

消防団員の入団期日について通例4
月1日に加えて10月１日入団制を設
けている。
消防団員確保のための委員会を設
置

毎年、消防団員の教育訓練の項目
として、県職員を講師に水防訓練
（実技、改良積み土嚢工法等）を実
施

・市ホームページへの防災マップ掲
載

・市窓口での防災マップ配付

・市ホームページへの防災マップ掲
載

・市窓口での防災マップ配付

・河川管理者が行う情報伝達訓練に
参加する。

・河川管理者が行う情報伝達訓練に
参加する。

出水期前に国や消防団等と重要水
防箇所の合同巡視

出水期前に国や消防団等と重要水
防箇所の合同巡視

・市ホームページへの防災マップ掲
載

・市窓口での防災マップ配付

・河川管理者が行う情報伝達訓練に
参加する。

出水期前に国や消防団等と重要水
防箇所の合同巡視

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール配信サービス
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール配信サービス
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール配信サービス
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール配信サービス
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール配信サービス
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール配信サービス
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール防災速報
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール防災速報
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール配信サービス
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール配信サービス
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール防災速報
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・市メール配信サービス
・同報系防災行政無線
・防災ラジオ
・ヤフーメール配信サービス
・Lアラート
・市ホームページ
・市公式Twitter
・災害協定に基づくコミュニティFM、あづみのテ
レビ

・ハザードマップ更新に伴い、ユニ
バーサルデザインに沿った表記及
び想定最大規模降雨量導入の検討
（R2～）

・防災マップの各戸配付
・市ホームページへの掲載

・防災マップの各戸配付
・市ホームページへの掲載

・ハザードマップ策定済み

・防災マップの各戸配付
（H28配布済み）
・市ホームページへの掲載

・避難確保計画作成支援 ・避難確保計画作成支援

・避難のための時間を十分に確保し
た避難勧告を発令するためのタイム
ラインを作成

・既存タイムラインの検証と改善

・避難確保計画作成支援

・避難のための時間を十分に確保し
た避難勧告を発令するためのタイム
ラインを作成

・既存タイムラインの検証と改善

・避難のための時間を十分に確保し
た避難勧告を発令するためのタイム
ラインを作成

・既存タイムラインの検証と改善

・ハザードマップ更新に伴い、ユニ
バーサルデザインに沿った表記及
び想定最大規模降雨量導入の検討
（R2～）

6/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
【取組状況一覧】令和元年１０月台風第１９号豪雨水害を踏まえた　千曲川・犀川流域

R2年度末
まで

R6年度末
まで

R9年度末
まで

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

0

○ 0%

4

2

○ 25%

8

3

○ 50%

6

3

○ 50%

6

1

○ 17%

6

1

○ 14%

7

0

○ 0%

4

2

○ 40%

5

0

○ 0%

5

1

○ 14%

7

5

○ 33%

15

0

○ -

0

1

○ 50%

2

3

○ 75%

4

3

○ 38%

8

5

○ 45%

11

19

○ 95%

20

9

○ 82%

11

9

50%

18

13

68%

19

15

88%

17

3

19%

16

5

○ 33%

15

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）

国、県、
市町村

マイ・防災マッ
プ、マイ・タイム
ラインづくりの推

進

①
被
害
の
軽
減
に
向
け
た
治
水
対
策
の
推
進

（
河
川
に
お
け
る
対
策

）

②
地
域
が
連
携
し
た
浸
水
被
害
軽
減
対
策
の
推
進

（
流
域
に
お
け
る
対
策

）

県、市町
村

㉑避難誘導マニュア
ル作成指針を活用し
た、地域版避難誘導
マニュアルの作成

まるごとまちごと
ハザードマップ
の推進（浸水深
表示）

まるごとまちごとハ
ザードマップの支援
⑱まるごとまちごとハ
ザードマップを整備

国、県、
市町村

国、県、
市町村

学校における避
難確保計画の作
成と避難訓練の
推進

避難確保計画の策定
と避難訓練の実施

国、県、
市町村

平時から住民等
への周知・教育・
訓練に関する取
組

⑮自治会や地域住民
が参加した洪水に対
するリスクの高い箇所
の共同点検の実施

国、市町
村

⑲効果的な「水防災意
識社会」の再構築に役
立つ広報や資料を作
成・配布

国、県、
市町村

⑳住民の防災意識を
高め、地域の防災力
の向上を図るための
自主防災組織の充実

国、県、
市町村

防災教育や防災
知識の普及に関
する取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水害の記憶の伝
承

パネル展、イベント、
水害リスク情報の周知
やSNS等を活用した発
信

国、県、
市町村

マイ・タイムラインづく
りの支援

国、県、
市町村

地域住民や小中
学生等を対象に
した防災教育の
推進

出前講座による防災
教育の実施
⑯小中学校等におけ
る水防災教育の実施
⑰出前講座等を活用
し、水災害等に関する

住まい方の工夫
に関する取組

「まちづくり」によ
る水害に強い地
域への誘導

都市計画マスタープラ
ンや立地適正化計画
による水害に強い地
域への誘導
⑩立ち退き避難が必
要な区域及び避難方
法の検討及び支援

市町村
国、県

克雪型住まい
（高床式）費用の
助成活用の充実

市町村

不動産関係団体
への水害リスク
情報と周知協力
の推進

不動産関係者への水
害リスク情報の提供

市町村

マイ・防災マップづくり
の支援

排水機場の耐水
化の推進

排水機場等の耐水化
国、県、
市町村

大規模災害時に
おける迅速な復
旧支援の取組

緊急復旧などを
迅速に行う防災
拠点

防災拠点等の整備
④新技術を活用した
水防資機材の検討及
び配備

国、県、
市町村

県、市町
村

排水機場の整備

排水機場の整備、増
設

国、県、
市町村

排水ポンプ車等の整
備

国、県、
市町村

支川氾濫抑制、
内水被害を軽減
する取組

支川、水路にお
ける氾濫抑制対
策

築堤
県、市町

村

河道掘削

支流の流出抑制
の取組

ため池等既存施
設の有効利用

ため池の水位低下運
用

市町村

雨水貯留施設、
田んぼダム、透
水性舗装の整備
等

公園、校庭等の雨水
貯留施設の整備

河道・管理施設
等の適切な維持
管理

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 国、県

河道内の堆積土砂の撤去、樹木・ヨシ等
の植生管理

国、県

市町村

浸透性舗装、側溝、ま
すの設置

県、市町
村

各戸貯留施設の費用
補助

市町村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

施設規模を上回
る洪水に対する
取組

危機管理型ハー
ド対策

堤防裏法尻の補強・
天端舗装

国、県

既存施設を活用
した洪水被害軽
減対策

堤防の強化（浸透対策等） 国、県

既存の排水機場、ダム、遊水池、堰など
の河川管理施設について、更なる洪水
被害軽減の可能性について検討を行う
とともに、必要な対策を実施
②既設ダムを有効活用した洪水調節機
能確保

国、県

河道掘削・樹木伐採 国、県

築堤 国、県

河岸侵食対策（護岸
等）

国、県

被災施設等の迅
速な復旧

堤防、護岸、排水機場等の被災施設の
復旧

国、県

河川水位の低下
及び洪水流下断
面を向上させる
ための取組

遊水池等の洪水
調節施設の整備

遊水池の整備 国、県

洪水が円滑に流
れやすい河道整
備の推進

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

※ ※

○ ○

○ ●

●

○ ○

○

○

○ ○

○ ○

○ ●

● ● ●

● ●

● ○ ○

○ ● ●

○ ● ●

○ ○ ●

○ ○ ○

雨水渠の浚渫

坂城町松川村 千曲市

・まるごとまちごとハザードマップの
協議・検討【H28年度～】

・自主防災会の活動内容をアンケー
ト調査し、結果を公表し、防災意識
の向上を図った。【Ｈ27年度】アン
ケート集計結果を元に各自主防災
会活動に活かしてもらう。

・自主防災組織として各区に組織さ
れているので、活動の強化を図るた
めの支援（自主防災会主催の訓練
への協力等）を行っている。

・避難誘導マニュアル作成指針を活
用した、地域版避難誘導マニュアル
の作成【H29年度～】（H29年度まで
に2地区作成済）

・避難誘導マニュアル作成指針を活
用した、地域版避難誘導マニュアル
の作成【H29年度～】（Ｒ１年度まで
に3地区作成済）

・専門講師を招き防災教育の実施を
踏まえ、学校授業への取入れを検
討する（継続中）
⑯出前講座の継続した開催【実施済
み】
⑰要望に応じて順次実施

・専門講師を招き防災教育の実施を
踏まえ、学校授業への取入れを検
討する（継続中）
⑯出前講座の継続した開催【実施済
み】
⑰要望に応じて順次実施

・河川管理者と町との合同巡視に自
治会や地域住民の同行を計画して
いる。【H29年度～】

・河川管理者と町との合同巡視に自
治会や地域住民の同行を計画して
いる。【H29年度～】

・河川管理者と町との合同巡視に自
治会や地域住民の同行を計画して
いる。【H29年度～】

・マイタイムライン作成のための職員
研修実施

マイタイムライン作成のための職員
研修実施予定

マイタイムライン作成のための職員
研修実施済

避難所に蓄電池を新たに設置予定停電時に備え、太陽光パネル、発電
機設置済

・準用河川区域とその周辺の河畔林
の間伐の促進

準用河川区域の河畔林間伐の実施
予定

準用河川区域の河畔林間伐の実施
済

・自主防災組織防災活動
支援補助金制度による活
動支援

自主防災組織防災活動支
援補助金制度による活動
支援

・避難誘導マニュアル作成
指針を活用した、地域版避
難誘導マニュアルの作成

避難誘導マニュアル作成
指針を活用した、地域版避
難誘導マニュアルの作成
方法の検討

・ハザードマップの見直し
の際に検討。

ハザードマップの見直しの
際に検討。

自主防災組織防災活動支
援補助金制度による活動
支援

避難誘導マニュアル作成
指針を活用した、地域版避
難誘導マニュアルの作成
方法の検討

ハザードマップの見直しの
際に検討。

・河川事務所と水防関係者
で実施している重要水防
箇所の共同点検に地域住
民も参加する

重要水防箇所合同巡視に
住民の参加を検討

・千曲市総合防災訓練に
おいて資料の配布

千曲市総合防災訓練にお
いて資料の配布

重要水防箇所合同巡視の
実施したが住民の参加は
なし

千曲市総合防災訓練にお
いて資料の配布

・職員向けのマイタイムライ
ン講習会への参加
・マイタイムライン講習会の
実施を検討

職員や住民に向けたマイタ
イムライン作成のための研
修の実施を検討

⑯出前講座
⑰希望団体への出前講座
の実施

要望があった際に出前講
座の実施

・災害に対する意識と防
災・減災力の向上を図る
・マイタイムラインの作成
・自助・共助・公助の連携
の強化を図る

出前講座の実施

・防災拠点等の設置（検討
段階）

左記内容の検討

⑩ハザードマップの更新時に同時に検討を行
う。
【立地適正化計画】
H29.3策定済み
→市街地が広く浸水想定区域に該当しますが、
引き続き、居住誘導区域に浸水想定区域を含
めなければならないことが考えられるため、市
域全体の防災対策や来年度策定予定の市復
興計画を踏まえ、見直しの必要性を検討する。
検討時期は未定

国・県作成公表予定の最
大規模降雨時洪水浸水想
定区域図を重ねたハザー

ドマップを更新

左記内容の検討

R2ハザードマップを更新

尾米川および伊勢宮川の
排水機場の耐水化への改
修

左記内容の検討未実施

住宅地の雨水の貯水タン
ク設置の補助金制度の復
活

住宅地の雨水の貯水タン
ク設置の補助金制度の運
用

住宅地の雨水の貯水タン
ク設置の補助金制度の要
綱の作成

・学校敷地や公園敷地等に雨水
貯留タンクを設置する（実施中）
・台風来襲時に事前に通水を閉
じた農業用幹線水路の空間を雨
水貯留施設として活用する

・幹線市道の舗装を排水性
舗装とし河川等への流入
時間を遅らせる（実施中）

幹線市道の舗装を排水性
舗装とし河川等への流入
時間を遅らせる

更埴西中学校、東小学校
にて雨水貯留タンクを設置

幹線市道の舗装を排水性
舗装とし河川等への流入
時間を遅らせる

被災施設の復旧 ・伊勢宮排水機場の樋門
の復旧
・五十里川機場の復旧

順次実施 作成地区を選定し、順次作成未整備

・水防を入れた総合防災訓練の充
実。

自主防災組織と連携した訓練を予
定。

・自主防災組織の活用、強化【H28.9
～】

引き続き強化につとめる

・避難誘導マニュアル作成指針を活
用した、地域版避難誘導マニュアル
の作成【H29年度～】

作成予定

水防訓練は、未実施

引き続き強化につとめる

地域版誘導マニュアル未作成

⑯出前講座の継続した開催【H29年
度～】

出前講座を活用する。

・河川管理者と自治会や地域住民で
重要水防箇所等の共同点検を実施
する。【H28年度～】

自主防災組織と確認を予定。

消防署によるハザードマップを使っ
た講義を実施。

県と村で重要水防箇所の確認を実
施。

⑩今後、検討予定 今後検討予定今後検討予定

・村の水田面積は約1,120㏊であり、
集中豪雨等による大小河川への流
入量を水田湛水機能を活用し調整
しており、大雨等が予想される場合
に防災無線等で農家へ協力を依頼
している（現行制度有：継続中）

7/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
R2年度末

まで
R6年度末

まで
R9年度末

まで

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

13

○ 68%

19

15

○ 75%

20

2

○ 50%

4

14

○ 88%

16

1

○ 33%

3

1

○ 100%

1

1

○ 100%

1

12

○ 71%

17

11

○ 65%

17

1

6%

18

2

○ 100%

2

8

○ 53%

15

10

○ 59%

17

2

○ 100%

2

9

○ 100%

9

11

○ 100%

11

4

○ 80%

5

19

○ 95%

20

2

○ 67%

3

4

○ 67%

6

3

○ 75%

4

14

74%

19

13

72%

18

12

75%

16

16

94%

17

12

71%

17

5

50%

10

3

100%

3

4

25%

16

4

27%

15

12

67%

18

2

100%

2

：実施 ：継続実施

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）
水位計、空間監
視カメラ等の整
備によるリアル
タイム情報の発

信

水位計、監視カメラ等
の設置
⑤円滑な避難活動や
水防活動を支援する
ため、ＣＣＴＶカメラ、簡
易水位計や量水標等

国、県、
市町村

豪雨に対応した
タイムラインの普

及促進

新規・既存タイムラインの
作成及び更新
⑧関係者が一体となったタ
イムラインの想定最大規模
降雨における防災行動の
見直し及びタイムラインの
作成支援

国、県、
市町村

㉓自治体関係機関や
水防団が参加した洪
水に対するリスクの高
い箇所の合同巡視の
実施

国、県、
市町村

㉔毎年、関係機関が
連携した水防実働訓
練等を実施

国、県、
市町村

㉞関係機関が連携し
た排水実働訓練の実
施

国、県、
市町村

㉘防災組織の連絡が
迅速かつ円滑に行え
るＭＣＡ無線の整備

市町村

市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

県、市町
村

⑪参加市町村による
広域避難計画の策定
及び支援

国、県、
市町村

予測システムの精度
向上
⑬水位予測の検討及
び精度の向上

国、県

ケーブルテレビ、
SNS等を活用し
た情報発信の強
化

災害情報等の発信
国、県、
市町村

支川の氾濫に着
目したハザード
マップ等を作成
し、リスク情報を
周知

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

国、県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

市町村

③一刻も早く社
会経済活動を回
復させるための
排水活動の取り
組み

救援・救助活動
の効率化に関す
る取組

㉛大規模災害時の救
援・救助活動等支援
のための拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

排水計画案の作
成及び排水訓練
の実施

㉜大規模水害を想定
した千曲川・犀川排水
計画（案）の検討を実
施

国、県、
市町村

㉝排水ポンプ車の出
動要請の連絡体制等
を整備

国、県、
市町村

㉕水防活動の担い手
となる水防協力団体
等の募集・指定を促進

市町村

㉖国・県・自治体職員
等を対象に、水防技術
講習会を実施

国、県、
市町村

㉗大規模災害時の復
旧活動の拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

浸水想定区域に
おける企業、危
険物管理施設へ
の浸水リスク情
報の提供

企業、危険物管理施
設へのリスク情報の共
有
㉚大規模工場等への
浸水リスクの説明と水
害対策等の啓発活動

国、県、
市町村

②避難時間確保
のための水防活
動の取り組み

水防活動の効率
化及び水防体制
の強化に関する
取組

㉒水防団等への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練の実施

国、県、
市町村

避難確保計画の
作成につながる
講習会の開催

講習会の実施
県、市町

村

災害の危険度が
伝わるきめ細や
かな情報発信の
取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水位周知河川の
拡充、洪水浸水
想定区域図の作
成促進等による
浸水リスク情報
の周知

水位周知河川の設定 県

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

⑦避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証
と改善

国、県、
市町村

要配慮者施設の
避難に関する取
組の推進

地域防災計画へ
の位置付けの推
進

施設への指導、支援
県、市町

村

避難確保計画の
作成と訓練の推
進

施設への指導、支援
㉙要配慮者利用施設
による避難確保の計
画の作成に向けた支
援を実施

県、市町
村
国

住民が分かりやすい
きめ細やかな情報伝
達
⑥リアルタイムの情報
提供やプッシュ型情報
の発信など防災情報

国、県、
市町村

マスメディアとの
連携強化

報道機関等への情報
提供及び連携

国、県、
市町村

公共交通機関と
の洪水情報の共
有

公共交通網への浸水
リスク情報の周知

国、県、
市町村

⑭気象情報発信時の
「危険度の色分け」や
「警報級の現象」等の
改善

国、県、
市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

国、県、
市町村

早期避難に向け
た精度の高い降
雨予測、水位予
測体制の検討

住民への情報伝
達手段の強化

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

坂城町松川村 千曲市

○ ● ●

○ ● ●

● ● ●

○ ○ ●

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ●

○ ○ ●

●

● ● ●

● ● ●

● ○ ○

○ ● ●

● ● ●

● ● ●

○ ○ ●

●

○ ○ ●

○ ○ ○

○ ● ●

●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）

・水防訓練の内容をより深く学べる
講習会を実施予定。

⑦避難のための時間を十
分に確保した避難勧告を
発令するためのタイムライ
ンの検証・改善

水防技術基礎講座への参
加を検討

・出水期前に消防団の水
防訓練を実施

・サポートショップ等を活用
し消防団員の募集強化

未参加

・タイムラインの活用を含
め、情報伝達訓練の実施
を検討する

・建設業協会等と協定済。

・訓練としては実施未定であるが、
大雨により増水し、可搬ポンプで排
水が必要な個所は地元消防団も把
握しており、過去にも実際出動して
排水活動をした経過あり。

連絡体制の整備【引き続き実施】

・水防訓練の際に毎年実施済。 ・水防訓練の際に毎年実施済。

・重要水防箇所の情報共有・共同点
検【済】

・消防団を対象に、年１回実施済み

・埴科消防協会事業として、団員募
集ＣＭを募り、しなの鉄道ディスプレ
イ等で放映し、募集を強化【Ｈ28年
度中】

・河川管理者と町、消防団の連絡体
制を確認し、河川管理者が行う情報
伝達訓練に参加する。タイムライン
の活用も今後検討する。
・今後、隣接市村と協議し検討する

・Ｈ30.4からデジタル防災行政無線（同報系）の運用を開始し、町

内各家庭に戸別受信機を配布

・現在、デジタル防災行政無線（移動系）を整備中（Ｒ2年7月まで

に整備予定）

・上田ケーブルビジョンのＬ字放送活用【済】

・さかきまちすぐメール（登録型メール）による防災情報の配信

【済】

・デジタル防災行政無線（同報系）の運用。H30.4～・屋外拡声子

局・戸別受信機（各家庭・事業所）にて情報発信。H30.7～上記に

加え、各種通信手段（さかきまちすぐメール、町ホームページ、ツ

イッター、防災web、緊急速報メール）と自動連携及び情報発信。

・避難のための時間を十分に確保した避難勧告を発令するため

のタイムラインの作成【H28年度～】

デジタル防災行政無線（移動系）を
整備中（Ｒ2年７月までに整備中）

デジタル防災行政無線（移動系）を
整備中（Ｒ2年７月までに整備中）

⑫新たなハザードマップ作成に伴
い、連携できる地域を検討する。
【H28年度～】

・広域避難計画に関して協議・検討
【H28年度～】

・地域特性に特化した地区ハザード
マップを県事業を活用し作成（継続
中：H28～）
⑫新たなハザードマップ作成に伴
い、連携できる地域を検討する。
【H28年度～

・地域特性に特化した地区ハザード
マップを県事業を活用し作成（継続
中：H28～）
⑫新たなハザードマップ作成に伴
い、連携できる地域を検討する。
【H28年度～

⑫新たなハザードマップ作成に伴
い、連携できる地域を検討する。
【H28年度～】

・防災情報のメール配信システム整
備

⑦避難のための時間を十分に確保
した避難勧告を発令するためのタイ
ムラインの作成【H28年度～】

・出水期における可搬式ポ
ンプのレンタル契約・設置
(市内7箇所、15台)パッケー
ジポンプ所有(3台)

左記内容の実施

連絡体制の整備【引き続き
実施】

引き続き左記内容の実施

左記内容の契約・設置

引き続き左記内容の実施

・防災拠点として安心と安
全を確保した新庁舎の建
設【H31年度開庁】

・携帯型デジタルMCA無線
機42台整備済

整備済

・防災拠点として安心と安
全を確保した新庁舎の建
設【H31年度開庁】
・建設業協会、資機材リー
ス会社との応援協定の運
用

引き続き災害時の応援協
定の運用

新庁舎の開庁

整備済

・新庁舎の開庁
・台風19号時に応援協定
に基づく支援

・出水期前に消防団の水
防訓練を実施

・出水期前に消防団の水
防訓練を実施

・サポートショップ等を活用
し消防団員の募集強化

・サポートショップ等を活用
し消防団員の募集強化

・水防技術基礎講座への
参加

・消防団への「千曲市メー
ル配線サービス」登録促進
・千曲市洪水タイムライン
の活用を含めた情報伝達
訓練の検討

・重要水防箇所の情報共
有・共同点検

重要水防箇所合同巡視の
実施

消防団への「千曲市メール
配線サービス」登録促進

重要水防箇所合同巡視の
実施

・メール配信サービス、緊急速報
メール、ケーブルテレビとの協
定、災害用ツイッターを活用【済】
・屋外告知放送設備(有線)済
防災行政無線を検討中。【H27年
度～】

・デジタル防災行政無線の
整備（移動系）
・・デジタル防災行政無線
戸別受信機の設置

・デジタル防災行政無線の
整備（同報系）
・災害時にメール配信サー
ビス等の使用

・従来のハザードマップに国・県作成公
表予定の最大規模降雨時洪水浸水想
定区域図を重ねたハザードマップを更新
予定。
市内全戸に配布予定（R2）
⑫洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新・周知【H32年度～】

左記内容の実施

⑫洪水浸水想定区域の変
更に伴うハザードマップの
更新・周知【H32年度～】

左記内容の実施

R2ハザードマップを更新

R2ハザードマップを更新し
て、市内全戸に配布予定

・従来のハザードマップに国・県作成公
表予定の最大規模降雨時洪水浸水想
定区域図を重ねたハザードマップを更新
予定。
市内全戸に配布予定（R2）
⑫洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新・周知【H32年度～】

左記内容の実施

⑫洪水浸水想定区域の変
更に伴うハザードマップの
更新・周知【H32年度～】

左記内容の実施

・隣接市町村と広域避難計
画についての検討を開始
する。

左記内容の検討

R2ハザードマップを更新

R2ハザードマップを更新し
て、市内全戸に配布予定

・隣接市町村と広域避難計
画についての検討

・要配慮者利用施設による
避難確保計画の作成支援

要配慮者利用施設による
避難確保計画の作成支援

未実施

要配慮者利用施設による
避難確保計画の作成支援

タイムラインの検証・改善

・広域的に資材を運用するための協
定等の検討【H29年度～】

順次、実施

広域圏において訓練の実施 近隣市町と検討

連絡体制の整備【引き続き実施】 継続的に実施

なし

未実施

連絡体制を整備

・防災訓練時に検討する。 今後検討未実施

・重要水防箇所の情報提供、共同点
検【H29年度～】

継続的に実施

消防団では定期的に実施している。 定期的に実施

・消防団員の募集の強化【H28.9～】 継続的に実施

県と連携し実施

定期的に実施

計測的に実施

・情報伝達訓練の実施【H29～】
・水防訓練の実施【H29年度～】

継続的に実施災害対策本部を立ち上げての伝達
訓練

・ケーブルテレビや防災メールへの
登録、配信サービスやＳＮＳの活用
等【済】
・防災行政無線の普及【済】
・洪水予測結果を用いた水防支援
【H29年度～】

今後計画未整備
防災気象情報の活用

⑫洪水浸水想定区域の変更に伴う
ハザードマップの更新・周知【～H30
年度】

洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新

なし

・広域避難計画に関して協議・検討
【～H32年度】

今後検討

・県より新たな高瀬川の洪水浸水想定区域図が公表さ

れる事に伴い、村もハザードマップの見直しをする（R2

～）

・想定では村の大半が浸水区域となることが予想され

るため、水害時避難所の見直しと、自分の命は自分で

守る事を再度確認いただくよう、訓練、周知内容を検討

する

・また、村内には二階建ての避難所は小中校舎しかな

いため、広域避難方法についても検討を進めたい

⑫洪水浸水想定区域の変更に伴うハザードマップの更

新・周知【～H30年度】

洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新

なし

・県より新たな高瀬川の洪水浸水想定区域図が公表さ

れる事に伴い、村もハザードマップの見直しをする（R2

～）

・想定では村の大半が浸水区域となることが予想され

るため、水害時避難所の見直しと、自分の命は自分で

守る事を再度確認いただくよう、訓練、周知内容を検討

する

・また、村内には二階建ての避難所は小中校舎しかな

いため、広域避難方法についても検討を進めたい

⑫洪水浸水想定区域の変更に伴うハザードマップの更

新・周知【～H30年度】

作成に伴い公表

⑫洪水浸水想定区域の変更に伴う
ハザードマップの更新・周知【～H30
年度】

洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新

公表なし

なし

計画の策定に向けた支援・指導 未作成、施設について指導２施設の支援

⑦避難のための時間を十分に確保
した避難勧告を発令するためのタイ
ムラインの検証と改善（活用訓練等
の実施）【H29年度～】

今後、検討なし

順次実施 未整備 自主防災組織と連携し、検討

8/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
【取組状況一覧】令和元年１０月台風第１９号豪雨水害を踏まえた　千曲川・犀川流域

R2年度末
まで

R6年度末
まで

R9年度末
まで

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

0

○ 0%

4

2

○ 25%

8

3

○ 50%

6

3

○ 50%

6

1

○ 17%

6

1

○ 14%

7

0

○ 0%

4

2

○ 40%

5

0

○ 0%

5

1

○ 14%

7

5

○ 33%

15

0

○ -

0

1

○ 50%

2

3

○ 75%

4

3

○ 38%

8

5

○ 45%

11

19

○ 95%

20

9

○ 82%

11

9

50%

18

13

68%

19

15

88%

17

3

19%

16

5

○ 33%

15

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）

国、県、
市町村

マイ・防災マッ
プ、マイ・タイム
ラインづくりの推

進

①
被
害
の
軽
減
に
向
け
た
治
水
対
策
の
推
進

（
河
川
に
お
け
る
対
策

）

②
地
域
が
連
携
し
た
浸
水
被
害
軽
減
対
策
の
推
進

（
流
域
に
お
け
る
対
策

）

県、市町
村

㉑避難誘導マニュア
ル作成指針を活用し
た、地域版避難誘導
マニュアルの作成

まるごとまちごと
ハザードマップ
の推進（浸水深
表示）

まるごとまちごとハ
ザードマップの支援
⑱まるごとまちごとハ
ザードマップを整備

国、県、
市町村

国、県、
市町村

学校における避
難確保計画の作
成と避難訓練の
推進

避難確保計画の策定
と避難訓練の実施

国、県、
市町村

平時から住民等
への周知・教育・
訓練に関する取
組

⑮自治会や地域住民
が参加した洪水に対
するリスクの高い箇所
の共同点検の実施

国、市町
村

⑲効果的な「水防災意
識社会」の再構築に役
立つ広報や資料を作
成・配布

国、県、
市町村

⑳住民の防災意識を
高め、地域の防災力
の向上を図るための
自主防災組織の充実

国、県、
市町村

防災教育や防災
知識の普及に関
する取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水害の記憶の伝
承

パネル展、イベント、
水害リスク情報の周知
やSNS等を活用した発
信

国、県、
市町村

マイ・タイムラインづく
りの支援

国、県、
市町村

地域住民や小中
学生等を対象に
した防災教育の
推進

出前講座による防災
教育の実施
⑯小中学校等におけ
る水防災教育の実施
⑰出前講座等を活用
し、水災害等に関する

住まい方の工夫
に関する取組

「まちづくり」によ
る水害に強い地
域への誘導

都市計画マスタープラ
ンや立地適正化計画
による水害に強い地
域への誘導
⑩立ち退き避難が必
要な区域及び避難方
法の検討及び支援

市町村
国、県

克雪型住まい
（高床式）費用の
助成活用の充実

市町村

不動産関係団体
への水害リスク
情報と周知協力
の推進

不動産関係者への水
害リスク情報の提供

市町村

マイ・防災マップづくり
の支援

排水機場の耐水
化の推進

排水機場等の耐水化
国、県、
市町村

大規模災害時に
おける迅速な復
旧支援の取組

緊急復旧などを
迅速に行う防災
拠点

防災拠点等の整備
④新技術を活用した
水防資機材の検討及
び配備

国、県、
市町村

県、市町
村

排水機場の整備

排水機場の整備、増
設

国、県、
市町村

排水ポンプ車等の整
備

国、県、
市町村

支川氾濫抑制、
内水被害を軽減
する取組

支川、水路にお
ける氾濫抑制対
策

築堤
県、市町

村

河道掘削

支流の流出抑制
の取組

ため池等既存施
設の有効利用

ため池の水位低下運
用

市町村

雨水貯留施設、
田んぼダム、透
水性舗装の整備
等

公園、校庭等の雨水
貯留施設の整備

河道・管理施設
等の適切な維持
管理

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 国、県

河道内の堆積土砂の撤去、樹木・ヨシ等
の植生管理

国、県

市町村

浸透性舗装、側溝、ま
すの設置

県、市町
村

各戸貯留施設の費用
補助

市町村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

施設規模を上回
る洪水に対する
取組

危機管理型ハー
ド対策

堤防裏法尻の補強・
天端舗装

国、県

既存施設を活用
した洪水被害軽
減対策

堤防の強化（浸透対策等） 国、県

既存の排水機場、ダム、遊水池、堰など
の河川管理施設について、更なる洪水
被害軽減の可能性について検討を行う
とともに、必要な対策を実施
②既設ダムを有効活用した洪水調節機
能確保

国、県

河道掘削・樹木伐採 国、県

築堤 国、県

河岸侵食対策（護岸
等）

国、県

被災施設等の迅
速な復旧

堤防、護岸、排水機場等の被災施設の
復旧

国、県

河川水位の低下
及び洪水流下断
面を向上させる
ための取組

遊水池等の洪水
調節施設の整備

遊水池の整備 国、県

洪水が円滑に流
れやすい河道整
備の推進

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

※ ※ ※

○ ○ ○

○ ○

○

○ ●

○

○

○ ○ ○

○

● ○

○

○ ●

● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ●

○ ○ ○

● ○ ○

須坂市 小布施町 長野市

・自主防災組織への水防に対する
意識啓発のため、毎年実施している
水防訓練に、自主防災組織が参加
している。

引続き実施予定

・地域に対し、避難場所や避難方法
を含めたマニュアル作成時の支援を
行う。

引き続き実施

⑱まるごとまちごとハザードマップの
設置について、長沼地区で設置済。
⑱豊野地区事業で堤防高表示看板
を設置した（H29.3月末）

あらたな地区での実施の検討

　各自主防災組織の訓練に参加し、
水火災等への備え等の周知を実施
している。

・地域に対し、避難場所や避難方法
を含めたマニュアル作成時の支援。

国等への財政支援を要望するととも
に、実施の検討を行った。

避難確保計画の作成支援と避難訓
練実施への支援。

引き続き実施

・河川管理者と地区防災組織、消防
団等による重要水防箇所等の共同
点検を実施

引き続き参加

・自主防災組織へ「自主防災活動の
手引き」を配布し、必要に応じて防災
マップ作成について説明、及びマッ
プ作成の基となる白地図を無償提
供

引き続き実施

避難確保計画の作成支援と避難訓
練への実施支線。

重要水防箇所の合同河川巡視に参
加し危険個所等の把握を実施。

防災マップ作成支援と、白地図の提
供を実施。

イベント等の機会をとおし、水害リス
ク情報の周知を行う。

引き続き実施

住民ひとり一人の早めの避難行動
に結びつけるため、マイタイムランづ
くりの支援を行う。

マイタイムラインの普及を実施

出前講座を活用して水害における避
難・情報の入手先等について説明を
行い、住民自らの早期避難に結び
付ける。

引き続き実施

イベントにて、ハザードマップの配布
を行った。

千曲川河川事務所の協力をいただ
き、芹田地区でマイタイムライン講習
会が開催された。

出前講座を実施。

・防災拠点等（検討段階） 具体化に向け、国や関係機関と協
議を実施し、河川防災ステーション
の計画書を国土交通省水管理・国
土保全局へ提出

【立地適正化計画】
H29.3策定済み
R4.3改定予定
⑩立ち退き避難が必要な区域及び
避難方法についてハザードマップへ
記載した。

【立地適正化計画】
改定作業に着手予定
⑩今後、新たに浸水想定区域が公
表される場合は、河川管理者と協議
のうえハザードマップへの記載を検
討。

不動産関係者からの問い合わせに
水害リスク情報を提供する。また、
市ホームページへハザードマップを
掲載し、リスク情報を公開する。

引き続き実施

長沼・豊野地区の地元役員に対し、
防災拠点とはどういったものである
か、既に整備がされている新潟県三
条市の河川防災ステーションの見学
を実施。

⑩洪水ハザードマップへ立ち退き避
難が必要な区域及び避難方法を記
載した。

不動産関係者からの問い合わせに
対し、ハザードマップ等を元にリスク
情報を提供した。

防災マップ作成にあたっての支援を
行う。

防災マップ作成支援を実施。 引き続き実施

・浸水により受電設備等が水没し運
転不能となった排水機場があったた
め、耐水化を検討（検討段階）

抜本的な耐水化については、国の
補助金の活用が可能か確認する
中、検討を実施。

制御盤をより上部に設置するなどの
応急的対策を実施

住宅地からの雨水流出を抑制し、水
害の解消を図るため、雨水貯留施
設の設置に対し補助金を交付する
（現行制度有：継続中）

各戸貯留施設事業は引き続き継続
し、台風19号の浸水を踏まえ、更な
るＰＲを実施し、雨水の流出抑制に
取り組む。

市が管理する普通河川や排水路に
おいて、築堤や嵩上げが必要な箇
所について対策工事を実施する。

地元要望や浸水箇所の履歴等を調
査する中、実施箇所の洗い出しを行
う。

住宅地からの雨水流出を抑制し、水
害の解消を図るため、雨水貯留施
設の設置に対し引き続き補助金を交
付した。

・出水期において事前にため池の水
位を下げて空き容量を確保する

・ため池管理者や受益者と協議を行
う
・承諾を得られたため池は低水位管
理を行う

・市所有施設への雨水タンクの普及.
校庭貯留、公園貯留の推進（現行制
度有：継続中）
・豪雨の際に発生する水路の溢水に
よる浸水被害に対し、雨水調整池の
設置等により排水系統の見直しを行
う（検討段階：R2～9）

令和元年東日本台風による緊急治
水対策プロジェクトの浸水を踏まえ
た新たな整備予定箇所の検討と庁
内各課で施設整備する際の貯留施
設設置の徹底

・ため池管理者へ聞き取り調査

雨水調整池予定箇所の計画調整、
及び新規予定箇所の地元調整実施

・まるごとまちハザードマップの整備
検討

・まるごとまちハザードマップの整備
検討

・まるごとまちハザードマップの整備
検討

・総合防災訓練の実施 ・総合防災訓練を継続実施
・ハザードマップの全世帯配布(松川
ハザードマップ追加)

・自主防災組織の活用、強化【H28.8
～】

・総合防災訓練を通じ自主防災組織
の充実を図る
・自主防災組織と小布施町自主防
災会連絡協議会の連携を図る
・防災講演会の実施

・各自治会で設置している自主防災
組織による作成の検討

・各自治会で設置している自主防災
組織による作成の検討

・６月２日総合防災訓練を実施

・総合防災訓練に自主防災組織で
避難者名簿作成等を実施
・昨年に引き続き防災講演会を予定
していたが、台風19号の影響により
中止

・各自治会で設置している自主防災
組織による作成の検討

・小中学校の各一学年で水防災に
ついて日常的な指導
・県出前講座の実施

・小中学校の各一学年で水防災に
ついて日常的な指導
・県出前講座の実施

河川管理者と自治体等で共同点検
を実施

河川管理者と自治体等で共同点検
を実施

・小中学校の各一学年で水防災に
ついて日常的な指導
・台風１９号により出前講座実施を
中止

河川管理者と自治体等で共同点検
を実施

・マイタイムラインづくりの支援検討 ・モデル地区を決めマイタイムライン
の作成

・マイタイムラインづくりの支援検討

・マイ防災マップづくりの支援検討 ・マイ防災マップづくりの支援検討 ・モデル地区を決めマイ防災マップ
の作成

・飯田雨水排水機場の耐水化を推
進する

・飯田雨水排水機場の耐水化を推
進する

⑩ハザードマップの検討時に同時に
検討を行う。

・避難場所、避難ルートの検討

・飯田雨水排水機場の耐水化を推
進する

・避難場所、避難ルートの検討

・近年の局地的豪雨の対策と併せ
て、雨水の浸透可能地域に雨水浸
透施設の整備を推進する

・近年の局地的豪雨の対策と併せ
て、雨水の浸透可能地域に雨水浸
透施設の整備を推進する

・補助制度の検討 ・補助制度の検討

・近年の局地的豪雨の対策と併せ
て、雨水の浸透可能地域に雨水浸
透施設の整備を推進する

・補助制度の検討

・雨水貯留施設の設置についても検
討する

・雨水貯留施設の設置についても検
討する

・雨水貯留施設の設置についても検
討する

・自主防災組織の活用 ・浸水想定区域及び土砂災害想定
区域内の区との連絡会を開催予定

・各自治会で設置している自主防災
組織による避難計画の検証をする。
【H29度～】

・各自治会で設置している自主防災
組織作成の避難計画の確認、見直
しを依頼し支援を行う

各町の自主防災組織が作成してい
る防災マップを改良する形で、各町
主体の実施を促す

オープンデータを活用できるか検討

・浸水想定区域及び土砂災害想定
区域内の区との連絡会を開催。

・各自治会で設置している自主防災
組織作成の避難計画の確認、見直
しを依頼し助言を行う

実施方法を検討

・毎年行っている千曲川河川事務所
と自治体との重要水防箇所点検に
地域住民も参加して点検する。【29
年度～】

関係機関と併せて地域住民も参加
を予定している

・防災講演会や出前講座で、住民の
防災意識を高め、地域の防災力の
向上を図るための自主防災組織の
充実を図る。

東日本台風を経験したことにより今
が水防災の意識付けができる。
出前講座等実施予定

5月20日に実施した

・出前講座のおりに水防災について
話している。
資料も配布している。

出前講座のメニューにマイ・タイムラ
インを加えた

出前講座で実施を検討

⑯出前講座は、実施しているも小中
学校と連携した出前講座は今後の
課題。
⑰防災会議のおりに実施している

⑯小中学校への教育を教育委員会
と検討していく
⑰継続実施する

出前講座のおりにマイ・タイムライン
について説明している

⑯小中学校等への教育は実施なし
⑰防災会議、浸水想定区域の自治
会に実施している。また出前講座の
入りに実施している

実施設計し、着工まで行いたい（完
成予定Ｒ３年度）

⑩ハザードマップの検討時に同時に
検討を行う。

ハザードマップの更新検討に合わせ
て検討する

検討中

今年度県管理河川の浸水想定区域
変更が公表される

・防災拠点等（検討段階）

【相之島排水機場】

・今次台風19号の出水による排水機場の機器冠水によ

り運転ができなくなった。このため、今次出水の検証を

踏まえ、老朽化している機器の更新、排水能力アップ

や耐水化など、排水機場の運転継続可能な施設として

改修を行う（R1～5）

【福島北排水機場】

・近年頻発する災害状況、特に今次台風19号出水では

近年にない湛水が発生したため、排水機場の老朽化し

ている機器の更新に加え排水能力アップを行う。（R2

～）

設計実施検証実施

・溢水による浸水被害を防ぐため、
普通河川権五郎川等の浚渫工事を
実施し河床を下げ流下断面を確保
する（継続中）

緊急浚渫推進事業により権五郎川
の浚渫を実施

なし

大雨が予想される場合は、事前にた
め池の水位を放流し下げることによ
り空き容量を確保する

既存ダム等の運用方法を参考に検
討を行う

なし

9/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
R2年度末

まで
R6年度末

まで
R9年度末

まで

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

13

○ 68%

19

15

○ 75%

20

2

○ 50%

4

14

○ 88%

16

1

○ 33%

3

1

○ 100%

1

1

○ 100%

1

12

○ 71%

17

11

○ 65%

17

1

6%

18

2

○ 100%

2

8

○ 53%

15

10

○ 59%

17

2

○ 100%

2

9

○ 100%

9

11

○ 100%

11

4

○ 80%

5

19

○ 95%

20

2

○ 67%

3

4

○ 67%

6

3

○ 75%

4

14

74%

19

13

72%

18

12

75%

16

16

94%

17

12

71%

17

5

50%

10

3

100%

3

4

25%

16

4

27%

15

12

67%

18

2

100%

2

：実施 ：継続実施

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）
水位計、空間監
視カメラ等の整
備によるリアル
タイム情報の発

信

水位計、監視カメラ等
の設置
⑤円滑な避難活動や
水防活動を支援する
ため、ＣＣＴＶカメラ、簡
易水位計や量水標等

国、県、
市町村

豪雨に対応した
タイムラインの普

及促進

新規・既存タイムラインの
作成及び更新
⑧関係者が一体となったタ
イムラインの想定最大規模
降雨における防災行動の
見直し及びタイムラインの
作成支援

国、県、
市町村

㉓自治体関係機関や
水防団が参加した洪
水に対するリスクの高
い箇所の合同巡視の
実施

国、県、
市町村

㉔毎年、関係機関が
連携した水防実働訓
練等を実施

国、県、
市町村

㉞関係機関が連携し
た排水実働訓練の実
施

国、県、
市町村

㉘防災組織の連絡が
迅速かつ円滑に行え
るＭＣＡ無線の整備

市町村

市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

県、市町
村

⑪参加市町村による
広域避難計画の策定
及び支援

国、県、
市町村

予測システムの精度
向上
⑬水位予測の検討及
び精度の向上

国、県

ケーブルテレビ、
SNS等を活用し
た情報発信の強
化

災害情報等の発信
国、県、
市町村

支川の氾濫に着
目したハザード
マップ等を作成
し、リスク情報を
周知

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

国、県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

市町村

③一刻も早く社
会経済活動を回
復させるための
排水活動の取り
組み

救援・救助活動
の効率化に関す
る取組

㉛大規模災害時の救
援・救助活動等支援
のための拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

排水計画案の作
成及び排水訓練
の実施

㉜大規模水害を想定
した千曲川・犀川排水
計画（案）の検討を実
施

国、県、
市町村

㉝排水ポンプ車の出
動要請の連絡体制等
を整備

国、県、
市町村

㉕水防活動の担い手
となる水防協力団体
等の募集・指定を促進

市町村

㉖国・県・自治体職員
等を対象に、水防技術
講習会を実施

国、県、
市町村

㉗大規模災害時の復
旧活動の拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

浸水想定区域に
おける企業、危
険物管理施設へ
の浸水リスク情
報の提供

企業、危険物管理施
設へのリスク情報の共
有
㉚大規模工場等への
浸水リスクの説明と水
害対策等の啓発活動

国、県、
市町村

②避難時間確保
のための水防活
動の取り組み

水防活動の効率
化及び水防体制
の強化に関する
取組

㉒水防団等への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練の実施

国、県、
市町村

避難確保計画の
作成につながる
講習会の開催

講習会の実施
県、市町

村

災害の危険度が
伝わるきめ細や
かな情報発信の
取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水位周知河川の
拡充、洪水浸水
想定区域図の作
成促進等による
浸水リスク情報
の周知

水位周知河川の設定 県

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

⑦避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証
と改善

国、県、
市町村

要配慮者施設の
避難に関する取
組の推進

地域防災計画へ
の位置付けの推
進

施設への指導、支援
県、市町

村

避難確保計画の
作成と訓練の推
進

施設への指導、支援
㉙要配慮者利用施設
による避難確保の計
画の作成に向けた支
援を実施

県、市町
村
国

住民が分かりやすい
きめ細やかな情報伝
達
⑥リアルタイムの情報
提供やプッシュ型情報
の発信など防災情報

国、県、
市町村

マスメディアとの
連携強化

報道機関等への情報
提供及び連携

国、県、
市町村

公共交通機関と
の洪水情報の共
有

公共交通網への浸水
リスク情報の周知

国、県、
市町村

⑭気象情報発信時の
「危険度の色分け」や
「警報級の現象」等の
改善

国、県、
市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

国、県、
市町村

早期避難に向け
た精度の高い降
雨予測、水位予
測体制の検討

住民への情報伝
達手段の強化

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

須坂市 小布施町 長野市

● ● ●

● ● ●

●

● ●

● ● ●

● ● ●

○ ○ ○

● ● ●

● ● ●

●

● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ●

● ● ●

● ●

○ ○

○ ○ ○

○ ● ○

○ ● ○

●

●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）

危機管理型水位計、簡易型監視カメ
ラの設置を県等へ要望。

危機管理型水位計、簡易型監視カメ
ラの設置要望を県に行い、県におい
て市内一級河川で27箇所の簡易型
監視カメラが設置された。

引き続き、水防上の重要箇所につい
て、国県に要望してまりたい。

・今次台風19号での避難行動を検証し、避難所
や避難ルートの見直しを行う(検討段階：R2～）
・近年頻発する災害状況を踏まえて防災計画の
全面的な見直しを行う（検討段階：R2～）
・地域での助け合いの仕組みづくり（新・地域見
守り安心ネットワーク、地域防災マップ）

検証中 ・避難所や避難ルートの見直し
の検討
・防災計画の全面的な見直し
・地域防災マップの見直し

⑧「千曲川・犀川流域を対象としたタ
イムライン検討会」にて整備済み。

改訂と運用

引続き実施予定。

関係機関を交え、訓練を実施。ま
た、水防技術研修も兼ねて実施して
いる。

・処遇改善を図るとともに、消防団員
の割引制度や消防団協力事業所の
優遇、その他各種行事での広報活
動を通じて、入団促進に積極的に取
り組んでいる。

・水防訓練の中で消防職員を対象に
実施している

関係部署と連携のうえ、浸水リスクと
水害対策の啓発を実施

引き続き実施

水防訓練による情報伝達訓練を実
施

引続き実施予定

・出水期前に、河川管理者、水防団
等の関係機関と重要水防箇所合同
巡視を実施。

引続き実施予定。

企業の防災マニュアル等の作成に
あたって、洪水ハザードマップの見
方、情報の入手先等の説明を行うな
どの支援を実施。

水防訓練による情報伝達訓練を実
施

・毎年、出水期前に、河川管理者、
消防団等の関係機関と重要水防箇
所合同巡視を実施している。

防災メール、防災ポータル等により
浸水リスク情報を発信。

引き続き実施。

・総合防災情報システムにより、防災
メール、ポータルサイト、Twitter、FAXな
どで情報発信を実施。
・防災無線デジタル化事業を実施。
・デジタル化事業に併せアプリを防災ア
プリを開発。
・長野市防災ポータルを用いて、洪水予
測情報を共有

・防災無線デジタル化完了予定。

防災メール、防災ポータル等により
浸水リスク情報を発信。

これまでどおりの情報伝達を実施。

引き続き実施

・地区の要望に応じて、予算の範囲
内で可搬式ポンプを配備。排水活動
訓練については各地区の判断で実
施。【済】

R2年度においても、可搬式ポンプ１
台を更新配備予定

連絡体制の整備 令和元年東日本台風により被災した
排水機場があるため、年度当初よ
り、排水ポンプ車を保有する、国・県
と万一に備え体制を整える

防災訓練において排水訓練を実施 防災訓練において排水訓練を実施

松代地区の柳町団地1台の更新配
備を実施

令和元年東日本台風では、各所で
浸水が発生したため、急遽、国・県
に依頼する中、排水活動が実施され
た。

防災訓練において排水訓練を実施

・千曲川・犀川沿い21箇所に水防倉
庫を設置し、水防資器材を備蓄して
いる。また、毎年、出水期前に、水防
資器材の確認・整備を実施してい
る。

河川防災ステーションについて、関
係機関と協議し、国に対し登録申請
を行う予定

・「長野県市町村災害時応援協定」
により実施
・「長野県緊急消防援助隊受援計
画」により実施

令和元年度東日本台風により被災
した箇所において、河川防災ステー
ションの設置の検討を実施。

・毎年、出水期前に、河川管理者、
水防団、自主防災組織等の関係機
関と合同で、水防訓練を実施してい
る。なお、訓練の中で水防技術の伝
承も行っている。

引続き実施予定。

・処遇改善を図るとともに、消防団員
の割引制度や消防団協力事業所の
優遇、その他各種行事での広報活
動を通じて、入団促進に積極的に取
り組んでいる。

引続き実施予定。

・水防訓練の中で消防職員を対象に
実施している

SNSによる情報発信を実施。 引き続き実施。

エルアラートによる情報提供 引き続き実施。

SNS等による情報発信を実施。

エルアラートによる情報提供

・想定最大規模降雨による浸水想定
区域図に基づく洪水ハザードマップ
を作成済

今後公表される長野県管理河川の
浸水想定区域図によるハザードマッ
プ作成を検討

・想定最大規模降雨による浸水想定
区域図に基づく洪水ハザードマップ
を作成し、住民へ配布するなどによ
り周知する。

引き続き出前講座等にでハザード
マップを活用し、住民へ周知。

・想定最大規模降雨による浸水想定
区域図に基づく洪水ハザードマップ
を作成済

・想定最大規模降雨よる浸水想定区
域図に基づく洪水ハザードマップを
作成し、住民へ配布。

・想定最大規模降雨よる浸水想定区
域図に基づく洪水ハザードマップを
作成済

今後公表される長野県管理河川の
浸水想定区域図によるハザードマッ
プ作成を検討

・想定最大規模降雨よる浸水想定区
域図に基づく洪水ハザードマップを
作成し、住民へ配布し周知。

引き続き出前講座等により住民へ周
知。

・広域避難計画について検討を行
う。

・広域避難計画について検討を行
う。

・想定最大規模降雨よる浸水想定区
域図に基づく洪水ハザードマップを
作成済

・想定最大規模降雨よる浸水想定区
域図に基づく洪水ハザードマップを
作成し、住民へ配布し周知。

・広域避難計画について検討。

長野県と共同で説明会を実施済。 引き続き実施施設からの問い合わせに個別に対
応を実施

⑦作成済 引き続き実施

要配慮者利用施設の避難確保計画
作成支援

引き続き実施

・要配慮者利用施設の避難確保計
画の策定と、避難訓練の実施を推
進し、災害時の逃げ遅れゼロを目指
す

引き続き実施

改訂と運用

要配慮者利用施設の避難確保計画
作成支援を実施

要配慮者利用施設の避難確保計画
及び訓練実施の支援。

・広域的に資材を運用するための協
定等の検討【H28年度～】

・広域的に資材を運用するための協
定等の検討【H30年度～】

・排水ポンプ２台の更新済み(H30)
・排水活動訓練の検討

・排水活動訓練の検討

連絡体制の整備【引き続き実施】 連絡体制の整備【引き続き実施】

・広域的に資材を運用するための協
定等の検討【H29年度～】

・排水活動訓練の検討

連絡体制の整備【引き続き実施】

・国、県、町、消防団による重要水防
箇所の現地調査

・国、県、町、消防団による重要水防
箇所の現地調査

・水防団員(消防団員)の募集の強化
【H28.8～】

・自宅訪問による団員の勧誘
・消防団サポート事業の充実化

・国、県、町、消防団による重要水防
箇所の現地調査

・自宅訪問による団員の勧誘
・消防団サポート事業の充実化

・総合防災訓練で実施 ・須高三市町村の消防団員による水
防訓練の実施
・総合防災訓練にて、消防団及び職
員への情報伝達訓練をメール配信
により実施
・日常的に連絡体制の整備(伝達手
段の更新等)充実を図る

・須高三市町村の消防団員による水
防訓練の実施
・総合防災訓練にて、消防団及び職
員への情報伝達訓練をメール配信
により実施

・防災行政無線の普及（済）
・無線のデジタル化に伴う改修
・H34年度までに戸別受信機デジタル化（随時）
・通信会社（ＮＴＴ・ＫＤＤ・ソフトバンク）提供、緊
急速報「エリアメール」サービスの活用を継続
・長野県防災情報システムの活用・河川事務所
との連携及び情報共有

・戸別受信機のデジタル化(随時)
・LINEを活用した情報発信

・戸別受信機のデジタル化(随時)
・LINEを活用した情報発信

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの改訂・周知（～H29年
度）（但し広域でない）※様々な想定
の検討

・ハザードマップの更新(松川追加)
・ハザードマップの全戸配布による
周知

・LINEを活用した情報発信を実施 ・LINEを活用した情報発信

・ハザードマップの周知

・LINEを活用した情報発信

・広域避難計画に関して協議・検討
【～H32年度】

・広域避難計画に関して協議・検討

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの改訂・周知（～H29年
度）（但し広域でない）※様々な想定
の検討

・ハザードマップの更新(松川追加)
・ハザードマップの周知

・広域避難計画に関して協議・検討

・ハザードマップの周知

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの改訂・周知（～H29年
度）（但し広域でない）※様々な想定
の検討

・ハザードマップの周知を継続
・広域的な取り組みについては、継
続検討

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの改訂・周知（～H29年
度）（但し広域でない）※様々な想定
の検討

・ハザードマップの周知を継続

・ハザードマップの周知を継続
・広域的な取り組みについては、継
続検討

・ハザードマップの周知を継続

・地域での助け合いの仕組みづくり
（高齢者や障がい者などの具体的な
避難誘導方法）
・要配慮者利用施設の避難確保計
画策定済み

・要配慮者利用施設の避難確保の
計画の検証及び改善。

・要配慮者利用施設の避難確保の
計画の検証及び改善。

⑦平成28年度にタイムラインを策定
（済）

・タイムラインの検証及び改善

・地域防災計画へ要配慮者施設記
載済み

・地域防災計画の見直し

・タイムラインの検証及び改善

・地域防災計画の見直し

・排水機場による支川排水を実施 必要に応じ排水機場による支川排
水を実施

連絡体制の整備【引き続き実施】 必要に応じ千曲川河川事務所に出
動要請

10月12・13日排水機場運転

10月12・13日千曲川河川事務所に
出動要請

・経年老朽する水防倉庫を改築 老朽化した水防倉庫1カ所を他の既
存施設に移転予定

・長野地域連携中枢都市圏の市町
村で今後検討をしてまいりたい。

検討予定

既存の施設を水防倉庫として使用で
きるか検討

検討中

市総合防災訓練に併せて水防団
（消防団）、自主防災組織と合同で
実施している

継続実施

・水防活動の担い手となる消防団員
の募集を促進する

入団促進事業継続

・須高消防協会主催による水防訓練
で建設事務所職員を講師にしてい
る。

須高消防協会主催で水防訓練を予
定している

市防災訓練において実施

入団促進事業実施
・消防団サポート店募集
・消防団協力事業所
・学生消防団活動認証制度策定

5月26日に須高消防協会主催の水
防訓練を実施した

・情報伝達にあっては、日頃の業務
の中で情報伝達に使用するシステ
ムに精通ておく。
・須高三市町村の消防団員による水
防訓練を隔年で実施している。

・訓練を継続し有事の対応に万全を
期す

・水防技術の継承

・国、県、市、水防団（消防団）による
重要水防箇所の現地調査及び検討
会【毎年実施】

関係機関合同の重要水防箇所の調
査及び意見交換を実施
参集機関：国、県、市（危機管理、河
川、消防）、自治会、消防団

・無線通信訓練の実施（毎月）
・人事異動に伴う連絡体制の確認実
施
・メールを用いた情報伝達訓練の実
施
須坂建設事務所員を講師に、須高３
市町村の消防団合同で水防訓練を
実施
関係機関合同の重要水防箇所の調
査及び意見交換を実施
参集機関：国、県、市（危機管理、河
川、消防）、自治会、消防団

・市登録制メールの啓発（通年）
・SNSの活用【済み】
・水位情報の共有

・登録制メールの啓発、活用（通年）
・ＳＮＳの活用

・区長会、市報等で市メールマガジ
ン登録案内や行政無線テレフォン
サービスの案内を実施。
・メールマガジンと同時にＳＮＳへの
配信。

・想定し得る最大規模の降雨を想定
しての洪水浸水想定区域の変更に
伴うハザードマップの更新・周知
【H28年度】
・県で実施しているＬ2の洪水浸水想
定区域の公表後、ハザードマップを
更新。

・公表されたＬ２データを基にザード
マップを更新

・想定し得る最大規模の降雨を想定
しての洪水浸水想定区域の変更に
伴うハザードマップの更新・周知
【H28年度】
・県で実施しているＬ2の洪水浸水想
定区域の公表後、ハザードマップを
更新。

・新しいハザードマップを全戸配布し
周知する

・本年度中に県管理河川のＬ2デー
タ公表

・既存のハザードマップで周知

・公表されたＬ２データを基にザード
マップを更新

・想定し得る最大規模の降雨を想定
しての洪水浸水想定区域の変更に
伴うハザードマップの更新・周知
【H28年度】
・県で実施しているＬ2の洪水浸水想
定区域の公表後、ハザードマップを
更新。

・新しいハザードマップを全戸配布し
周知する

・長野地域連携中枢都市圏の市町
村で今後検討をしてまいりたい。

検討予定

・本年度中に県管理河川のＬ2デー
タ公表

・既存のハザードマップで周知

検討中

・想定し得る最大規模の降雨を想定
しての洪水浸水想定区域の変更に
伴うハザードマップの更新・周知
【H28年度】
・県で実施しているＬ2の洪水浸水想
定区域の公表後、ハザードマップを
更新。

・要配慮者利用施設の避難確保計
画の策定と、避難訓練の実施を推
進

要配慮者利用施設の避難確保計画
の策定と、避難訓練の実施を推進

東日本台風時に使用した

要配慮者利用施設の避難確保計画
の策定と、避難訓練の実施を支援

⑦避難勧告の発令等に着目したタイ
ムライン（台風・前線）の作成。

見直しを検討

気象情報発信時に、よりわかりやす
い情報の伝達を行う。

気象台等からの気象情報を防災
メール等により住民伝達する。気象
庁からのアンケート等により、対応
状況を説明。

引き続きわかりやすい情報伝達を行
う。

10/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
【取組状況一覧】令和元年１０月台風第１９号豪雨水害を踏まえた　千曲川・犀川流域

R2年度末
まで
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5
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9
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50%
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68%

19

15

88%
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3

19%

16

5

○ 33%

15

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）

国、県、
市町村

マイ・防災マッ
プ、マイ・タイム
ラインづくりの推

進

①
被
害
の
軽
減
に
向
け
た
治
水
対
策
の
推
進

（
河
川
に
お
け
る
対
策

）

②
地
域
が
連
携
し
た
浸
水
被
害
軽
減
対
策
の
推
進

（
流
域
に
お
け
る
対
策

）

県、市町
村

㉑避難誘導マニュア
ル作成指針を活用し
た、地域版避難誘導
マニュアルの作成

まるごとまちごと
ハザードマップ
の推進（浸水深
表示）

まるごとまちごとハ
ザードマップの支援
⑱まるごとまちごとハ
ザードマップを整備

国、県、
市町村

国、県、
市町村

学校における避
難確保計画の作
成と避難訓練の
推進

避難確保計画の策定
と避難訓練の実施

国、県、
市町村

平時から住民等
への周知・教育・
訓練に関する取
組

⑮自治会や地域住民
が参加した洪水に対
するリスクの高い箇所
の共同点検の実施

国、市町
村

⑲効果的な「水防災意
識社会」の再構築に役
立つ広報や資料を作
成・配布

国、県、
市町村

⑳住民の防災意識を
高め、地域の防災力
の向上を図るための
自主防災組織の充実

国、県、
市町村

防災教育や防災
知識の普及に関
する取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水害の記憶の伝
承

パネル展、イベント、
水害リスク情報の周知
やSNS等を活用した発
信

国、県、
市町村

マイ・タイムラインづく
りの支援

国、県、
市町村

地域住民や小中
学生等を対象に
した防災教育の
推進

出前講座による防災
教育の実施
⑯小中学校等におけ
る水防災教育の実施
⑰出前講座等を活用
し、水災害等に関する

住まい方の工夫
に関する取組

「まちづくり」によ
る水害に強い地
域への誘導

都市計画マスタープラ
ンや立地適正化計画
による水害に強い地
域への誘導
⑩立ち退き避難が必
要な区域及び避難方
法の検討及び支援

市町村
国、県

克雪型住まい
（高床式）費用の
助成活用の充実

市町村

不動産関係団体
への水害リスク
情報と周知協力
の推進

不動産関係者への水
害リスク情報の提供

市町村

マイ・防災マップづくり
の支援

排水機場の耐水
化の推進

排水機場等の耐水化
国、県、
市町村

大規模災害時に
おける迅速な復
旧支援の取組

緊急復旧などを
迅速に行う防災
拠点

防災拠点等の整備
④新技術を活用した
水防資機材の検討及
び配備

国、県、
市町村

県、市町
村

排水機場の整備

排水機場の整備、増
設

国、県、
市町村

排水ポンプ車等の整
備

国、県、
市町村

支川氾濫抑制、
内水被害を軽減
する取組

支川、水路にお
ける氾濫抑制対
策

築堤
県、市町

村

河道掘削

支流の流出抑制
の取組

ため池等既存施
設の有効利用

ため池の水位低下運
用

市町村

雨水貯留施設、
田んぼダム、透
水性舗装の整備
等

公園、校庭等の雨水
貯留施設の整備

河道・管理施設
等の適切な維持
管理

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 国、県

河道内の堆積土砂の撤去、樹木・ヨシ等
の植生管理

国、県

市町村

浸透性舗装、側溝、ま
すの設置

県、市町
村

各戸貯留施設の費用
補助

市町村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

施設規模を上回
る洪水に対する
取組

危機管理型ハー
ド対策

堤防裏法尻の補強・
天端舗装

国、県

既存施設を活用
した洪水被害軽
減対策

堤防の強化（浸透対策等） 国、県

既存の排水機場、ダム、遊水池、堰など
の河川管理施設について、更なる洪水
被害軽減の可能性について検討を行う
とともに、必要な対策を実施
②既設ダムを有効活用した洪水調節機
能確保

国、県

河道掘削・樹木伐採 国、県

築堤 国、県

河岸侵食対策（護岸
等）

国、県

被災施設等の迅
速な復旧

堤防、護岸、排水機場等の被災施設の
復旧

国、県

河川水位の低下
及び洪水流下断
面を向上させる
ための取組

遊水池等の洪水
調節施設の整備

遊水池の整備 国、県

洪水が円滑に流
れやすい河道整
備の推進

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

※ ※ ※

○ ○ ○

○

○

○

○ ○ ○

○

●

○

○ ○

○ ○ ○

○

○

● ● ●

● ●

● ○ ○

● ○ ●

● ● ●

○ ○ ○

○ ●

木島平村中野市 飯山市

・防災講演会や出前講座で、住民の
防災意識を高め、地域の防災力の
向上を図るための自主防災組織の
充実を図る。

行政区区長会において防災研修会
を実施する。

・自主防災組織の活用、強化 総合防災訓練の中で、引き続き自主
防災組織の必要性・重要性について
周知する。

・避難誘導マニュアル作成指針を活
用した、地域版避難誘導マニュアル
の作成【H28年度～】

ハザードマップ更新などに併せて実
施できるように検討を進める。

行政区区長会において防災研修会
実施。

総合防災訓練の中で重点事項とし
て、自主防砂組織の強化を図った。

未実施。

⑯出前講座の開催【H29年度～】 開催に向けて検討する。

・河川管理者と自治会や地域住民で
重要水防箇所等の共同点検を実施
する。【H28年度～】

総合防災訓練などで行政区独自の
訓練として点検と危険個所の再確認
を行うように周知。

1件。
地区防災マップ作成。

台風前及び台風後に確認。

⑩検討を行う。【H２８年度から実施】 引続き検討する。検討中。

　H30に護岸補修工事に併せて、流
下の支障になる河床の浚渫及び、
支障木の伐採を行い、内水氾濫の
予防に努めている。
（準用河川烏川）

・自主防災組織防災活動支援補助
金制度による活動支援【継続】

補助制度の利用促進による活動支
援

・作成に向けては、今後の検討課題
とする

作成に向けた検討

・今後のハザードマップの更新に合
わせて検討する

補助制度の利用促進による活動支
援

作成に向けた検討

・今後の検討課題 地区防災マップ作りの推進

・107自治会のうち99自治会におい
て自主防災組織がつくられている。
この組織の充実を図る。

出前講座等を活用し、水災害等に関
する説明会を開催及び広報や資料
の作成・配布

地区防災マップ作りの推進

出前講座等を活用し、水災害等に関
する説明会を開催及び広報や資料
の作成・配布

⑯小中学校と連携した出前講座は
今後の検討課題
⑰出前講座等の実施

出前講座等を活用し、水災害等に関
する説明会を開催

出前講座等を活用し、水災害等に関
する説明会を開催

・災害時支え合いマップ、地域防災
マップの作成を推進する

防災拠点施設の整備の検討

⑩検討を行う。

【立地適正化計画】

居住誘導区域（案）内において、浸水が発生したことか

ら、今回の災害を踏まえた計画策定を進めている（令

和３年３月策定予定）

・湛水等の恐れがある区域に都市的利用を誘導しない

等、風水害に強い土地利用を推進する

計画策定作業

防災拠点施設の整備の検討

計画策定作業

・木島第１、第２排水機場の計画的
整備更新

・木島第１、第２排水機場の計画的
整備更新の検討

排水機場耐水化の検討

・木島第１、第２排水機場の計画的
整備更新の検討

排水機場耐水化の検討

・準用河川の浚渫および護岸改修を
進める

準用河川の浚渫および護岸改修の
推進

準用河川の浚渫および護岸改修の
推進

・農業用ため池の遊水地活用を図る（用
水として不要となる9月中旬以降におい
て、その水系の関係者と十分協議し、必
要貯水量を維持し、可能な限り降雨前に
水を抜く体制整備や、一定量を抜いた
後、翌年も含め、水不足となった場合の
補償等も含め、慎重な対応が必要）

農業用ため池の遊水地活用を図る
ためのため池の確認と水系関係者
との調整

・遊水施設、浸透機能を有する公園
や校庭等の設置の検討
・田んぼダムの推進

・田んぼダムの推進のための調整

・道路構造物への浸透施設の設置
検討（浸透桝への改良、歩道部の透
水性舗装）
・宅地内への浸透桝や芝生等の普
及促進を図る

道路構造物への浸透施設の設置検
討

農業用ため池の遊水地活用を図る
ためのため池の確認と水系関係者
との調整

・田んぼダムの推進のための調整

道路構造物への浸透施設の設置検
討

・防災拠点施設の整備（検討段階）

まるごとまちごとハザードマップの整
備検討

設置場所等を検討する。整備に向け、検討した。

・出前講座を通じ、住民の防災意識
を高め、地域の防災力向上を図る。

・広報や資料配布

・出前講座を実施し、住民の防災意
識を高め、地域の防災力向上を図
る。

・ハザードマップを全戸に配布する。

自主防災組織未設立の区への組織
設立を促す。

自主防災組織未設立の区への組織
設立を促す。

避難誘導マニュアル作成指針を活
用した、地域版避難誘導マニュアル
の作成検討

避難誘導マニュアルについて、検討
する。

・出前講座を実施し、住民の防災意
識を高め、地域の防災力向上を図っ
た。

・広報誌への水害・土砂災害の警戒
レベル等について掲載し、周知を
図った。

出前講座等により、自主防災組織未
設立の区への組織設立を促した。

避難誘導マニュアルについて検討し
た。

⑯小中学校と連携した防災に関する
出前講座について検討する。

⑰出前講座（中野まなびぃ塾）により
住民に対し水害等に関する講座を
実施する。

・消防訓練に合わせ、地震体験車を
使用した地震体験及び消防職員に
よる講話を実施する。

・出前講座（中野まなびぃ塾）によ
り、住民への水害等に関する理解促
進を図る。

避難確保計画に基づく訓練の実施、
計画の必要に応じた見直しを促す。

訓練の実施、計画の必要に応じた
見直しを促す。

・地域住民と関係団体が参加する合
同巡視を実施する。

・消防団対象に当市管内の千曲川
増水に伴う水害を想定した水害対策
訓練を実施する。

合同巡視を実施する。

・消防団幹部対象に台風19号を題材に机上訓
練を実施する。
また令和2年度予定の固定式排水ポンプ及び台
風に備えた水害資機材を導入後、資機材を活
用した全消防団対象の水害対策訓練を実施す
る。

・消防訓練に合わせ、地震体験車を
使用した地震体験及び消防職員に
よる講話を実施した。

・出前講座（中野まなびぃ塾）によ
り、住民への水害等に関する理解促
進を図った。

訓練の実施、計画の必要に応じた
見直しを促した。

合同巡視を実施した。

・消防団対象に当市管内の千曲川
増水に伴う水害を想定した水害対策
訓練を実施すした。

・市民向けの参考様式を全戸配布
する（R2.4月）

・作成支援を行う。

・市民向けの参考様式をハザード
マップ等とセットで盛り込んだ冊子「く
らしと防災ガイドブック2020年 保存
版」を全戸配布する。

・出前講座等により、作成支援を行
う。

参考様式を作成した。

行政区単位の防災マップ（支え合い
マップ）づくりを推進する。

今後、マップづくりを進めていくた
め、試行した。

マップづくりを進める。

⑩今後、検討予定
【立地適正化計画】
令和4年度頃に策定予定

計画策定に向け、引き続き検討す
る。

検討した。

準用河川（清水川）の浚渫により、支
川氾濫の防止・抑制を図る
（Ｒ１～）

順次実施予定

豪雨時に各樋門において不足する内水排水能
力に対応するため、排水ポンプの増強を行い、
浸水被害の軽減を図る（Ｒ１～）
・本沢川樋門（8㎥/分×6台）
・川久保樋管（4㎥/分×2台）
・清水川樋門（4㎥/分×2台）
・古牧樋門（4㎥/分×1台）
・笠倉上流樋門（4㎥/分×1台）

・川久保樋管（4㎥/分×2台）
・清水川樋門（4㎥/分×2台）　　・古
牧樋門（4㎥/分×1台）
・笠倉上流樋門（4㎥/分×1台）
出水期までに整備予定

一部浚渫を実施した。（L＝20m）

本沢川樋門（8㎥/分×4台）
新規に建設中

11/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
R2年度末

まで
R6年度末

まで
R9年度末

まで

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

13

○ 68%

19

15

○ 75%

20

2

○ 50%

4

14

○ 88%

16

1

○ 33%

3

1

○ 100%

1

1

○ 100%

1

12

○ 71%

17

11

○ 65%

17

1

6%

18

2

○ 100%

2

8

○ 53%

15

10

○ 59%

17

2

○ 100%

2

9

○ 100%

9

11

○ 100%

11

4

○ 80%

5

19

○ 95%

20

2

○ 67%

3

4

○ 67%

6

3

○ 75%

4

14

74%

19

13

72%

18

12

75%

16

16

94%

17

12

71%

17

5

50%

10

3

100%

3

4

25%

16

4

27%

15

12

67%

18

2

100%

2

：実施 ：継続実施

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）
水位計、空間監
視カメラ等の整
備によるリアル
タイム情報の発

信

水位計、監視カメラ等
の設置
⑤円滑な避難活動や
水防活動を支援する
ため、ＣＣＴＶカメラ、簡
易水位計や量水標等

国、県、
市町村

豪雨に対応した
タイムラインの普

及促進

新規・既存タイムラインの
作成及び更新
⑧関係者が一体となったタ
イムラインの想定最大規模
降雨における防災行動の
見直し及びタイムラインの
作成支援

国、県、
市町村

㉓自治体関係機関や
水防団が参加した洪
水に対するリスクの高
い箇所の合同巡視の
実施

国、県、
市町村

㉔毎年、関係機関が
連携した水防実働訓
練等を実施

国、県、
市町村

㉞関係機関が連携し
た排水実働訓練の実
施

国、県、
市町村

㉘防災組織の連絡が
迅速かつ円滑に行え
るＭＣＡ無線の整備

市町村

市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

県、市町
村

⑪参加市町村による
広域避難計画の策定
及び支援

国、県、
市町村

予測システムの精度
向上
⑬水位予測の検討及
び精度の向上

国、県

ケーブルテレビ、
SNS等を活用し
た情報発信の強
化

災害情報等の発信
国、県、
市町村

支川の氾濫に着
目したハザード
マップ等を作成
し、リスク情報を
周知

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

国、県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

市町村

③一刻も早く社
会経済活動を回
復させるための
排水活動の取り
組み

救援・救助活動
の効率化に関す
る取組

㉛大規模災害時の救
援・救助活動等支援
のための拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

排水計画案の作
成及び排水訓練
の実施

㉜大規模水害を想定
した千曲川・犀川排水
計画（案）の検討を実
施

国、県、
市町村

㉝排水ポンプ車の出
動要請の連絡体制等
を整備

国、県、
市町村

㉕水防活動の担い手
となる水防協力団体
等の募集・指定を促進

市町村

㉖国・県・自治体職員
等を対象に、水防技術
講習会を実施

国、県、
市町村

㉗大規模災害時の復
旧活動の拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

浸水想定区域に
おける企業、危
険物管理施設へ
の浸水リスク情
報の提供

企業、危険物管理施
設へのリスク情報の共
有
㉚大規模工場等への
浸水リスクの説明と水
害対策等の啓発活動

国、県、
市町村

②避難時間確保
のための水防活
動の取り組み

水防活動の効率
化及び水防体制
の強化に関する
取組

㉒水防団等への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練の実施

国、県、
市町村

避難確保計画の
作成につながる
講習会の開催

講習会の実施
県、市町

村

災害の危険度が
伝わるきめ細や
かな情報発信の
取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水位周知河川の
拡充、洪水浸水
想定区域図の作
成促進等による
浸水リスク情報
の周知

水位周知河川の設定 県

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

⑦避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証
と改善

国、県、
市町村

要配慮者施設の
避難に関する取
組の推進

地域防災計画へ
の位置付けの推
進

施設への指導、支援
県、市町

村

避難確保計画の
作成と訓練の推
進

施設への指導、支援
㉙要配慮者利用施設
による避難確保の計
画の作成に向けた支
援を実施

県、市町
村
国

住民が分かりやすい
きめ細やかな情報伝
達
⑥リアルタイムの情報
提供やプッシュ型情報
の発信など防災情報

国、県、
市町村

マスメディアとの
連携強化

報道機関等への情報
提供及び連携

国、県、
市町村

公共交通機関と
の洪水情報の共
有

公共交通網への浸水
リスク情報の周知

国、県、
市町村

⑭気象情報発信時の
「危険度の色分け」や
「警報級の現象」等の
改善

国、県、
市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

国、県、
市町村

早期避難に向け
た精度の高い降
雨予測、水位予
測体制の検討

住民への情報伝
達手段の強化

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

木島平村中野市 飯山市

● ● ●

● ● ●

● ●

● ● ●

● ● ●

○ ○ ○

● ● ○

● ● ○

●

● ● ●

○

● ○ ●

● ● ○

● ● ○

● ● ○

● ● ●

● ●

○ ○

● ○ ○

● ● ○

●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）

水位計、監視カメラ等の設置検討 県による市内数箇所への設置が決
まったことから、市による設置はして
いない。

設置を要する場所を検討する。

・自然排水が困難な地区との共同排
水活動訓練【H28年度～】

防災訓練の中で自治区の独自訓練
として実施できるように検討を進め
る。

連絡体制の整備【引き続き実施】 引続き消防団との連携を踏まえて検
討を進める。

防災訓練で行政区、消防団、村で連
携したは排水作業の訓練を実施し
た。

防災訓練の中で情報伝達の確認を
行う。

・水防訓練の際に実施済。 検討中。未実施。

・重要水防箇所の情報共有 関係機関の状況と合わせて、実施
に向けて検討を進める。

・引き続き水防訓練実施。 検討中。

・消防団員の募集の強化【H28.9～】 引続き消防団の組織見直しや処遇
改善を検討する中で、募集や協力
団体について検討を進める。

実施に向けて検討中。

消防団を中心とした水防訓練を実
施。

消防団員の処遇改善を検討する中
で、募集や協力団体についても検討
する。

・総合防災訓練の中で実施を検討 防災訓練の中で実践的な情報伝達
訓練を行う。

防災訓練の中で、実践的な情報伝
達訓練を実施。

・千曲川・犀川に関する河川情報等
の迅速な状況把握と関係機関への
情報提供と共有
・河川情報の共有化

引続き住民周知を図る。
河川事務所からの依頼に基づく河
川情報の共有を行う。また、河川管
理者などが提供している水位情報サ
イトや監視カメラ情報などの活用を
周知する。

エリアメールの活用を行うとともに、
洪水情報プッシュ型配信などについ
て周知を行う。
河川事務所からの依頼に基づく河
川情報共有を行う。

⑫洪水浸水想定区域の変更に伴う
ハザードマップの更新・周知【H29年
度～】

避難マニュアルや浸水想定区域の
見直しにより検討する。

ＣＡＴＶやＳＮＳを活用した災害情報
発信の取り組み強化。

住民に伝わりやすい災害情報の伝
達について検討する。

未実施。

未実施。

広域避難計画に関して協議・検討
【～H32年度】

広域避難計画について引続き協議
を続ける。

・各区の防災マップ・ハザードマップ
作成を区民が係ることにより、防災・
減災意識の向上を図る（検討段階：
R3～）
⑫洪水浸水想定区域の変更に伴う
ハザードマップの更新・周知【H29年
度～】

避難マニュアルや浸水想定区域の
見直しにより検討する。

未実施。

未実施。

・各区の防災マップ・ハザードマップ
作成を区民が係ることにより、防災・
減災意識の向上を図る（検討段階：
R3～）
⑫洪水浸水想定区域の変更に伴う
ハザードマップの更新・周知【H29年
度～】

避難マニュアルや浸水想定区域の
見直しにより検討する。

⑫洪水浸水想定区域の変更に伴う
ハザードマップの更新・周知【H29年
度～】

避難マニュアルや浸水想定区域の
見直しにより検討する。

未実施。

未実施。

⑦避難のための時間を十分に確保
した避難勧告を発令するためのタイ
ムラインの作成を検討予定【H29年
度～】

引続き、検証と改善を図っていく。

地域防災計画へ位置づけ、施設へ
の指導や支援を進める。

検討する。

実施済み。

未実施。

・毎年1回の国、県とのポンプ排水訓
練の実施

・毎年1回の国、県とのポンプ排水訓
練の実施

連絡体制の整備【引き続き実施】 連絡体制の整備【引き続き実施】

・毎年1回の国、県とのポンプ排水訓
練の実施

連絡体制の整備【引き続き実施】

・防災関係機関の活動拠点場所を
設置（岳北消防本部、警察、自衛隊
等）

・防災関係機関の活動拠点場所を
設置（岳北消防本部、警察、自衛隊
等）

・市庁舎が被災した場合の対応につ
いては今後の検討課題
・建設業協会、資機材リース会社と
の応援協定

対応を検討

・防災関係機関の活動拠点場所を
設置（岳北消防本部、警察、自衛隊
等）

対応を検討

・毎年出水期前に水防訓練を実施し
ている。

水防訓練の実施

・消防団対策は現状維持だが、自主
防災組織などの水防協力団体の強
化には取組んでいる。

消防団の体制の充実

・毎年水防訓練時に水防技術の訓
練を行っている。

・毎年水防訓練時に水防技術の訓
練を行っている。

水防訓練の実施

消防団の体制の充実

・毎年水防訓練時に水防技術の訓
練を行っている。

・今後の検討課題 水防訓練及び総合防災訓練の中で
実施

・重要水防箇所の点検と情報提供
【H28年度～】

重要水防区域等の巡視を実施

水防訓練及び総合防災訓練の中で
実施

重要水防区域等の巡視を実施

・新たな防災行政無線システムの検
討【Ｈ27～】
・河川情報の共有化

新防災行政無線システムの導入（～
Ｒ２）

新防災行政無線システムの導入

・洪水、雨水出水、土砂災害等による浸水実
績、浸水予想区域及び土砂災害危険箇所等を
公表し、安全な市土地利用の誘導、風水害時
の避難体制の整備を促進する
・ハザードマップに最新の浸水想定区域の掲載
を進める
⑫・洪水浸水想定区域の変更に伴うハザード
マップの更新【～H28年度】

・住民自らの地域の水害リスクに向き合い、被
害を軽減する取組みを行う契機となるよう、わ
かりやすい水害リスクを提供する
⑫・洪水浸水想定区域の変更に伴うハザード
マップの更新【～H28年度】

ハザードマップの随時見直し

・住民自らの地域の水害リスクに向き合い、被
害を軽減する取組みを行う契機となるよう、わ
かりやすい水害リスクを提供する
⑫・洪水浸水想定区域の変更に伴うハザード
マップの更新【～H28年度】

地区防災マップ作りの推進

・木島平村への避難場所設置協定
締結済み

広域避難計画の検討

ハザードマップの随時見直し

地区防災マップ作りの推進

広域避難計画の検討

㉙施設による計画作成に対し個別
に作成指導を実施
㉙防災情報のメール配信システム
整備【Ｈ28】

・受援計画を策定する。

・建設業協会、資機材リース会社等
と応援協定の締結を進める。

・受援計画を策定する。

・協定を締結すべき機関について検
討し、対応する。

排水ポンプの適正な維持管理をす
る。

台風19号に伴い、固定式排水ポンプ
を導入し樋門に設置する。
また、大型水のう、止水板の導入を
する。

連絡体制の整備【引き続き実施】 連絡体制を整備する。

・受援計画を検討する。

排水ポンプの適正な維持管理をし
た。
資機材搬送車を導入し水防資機材
の現場搬入に活用する。

連絡体制を整備した。

地域の実情に応じ、水防倉庫を設置
する。

老朽化に伴う赤岩水防倉庫を撤去
する。

消防団及び消防署が連携し水害対
策訓練を実施した。

岩井地区に水防倉庫を設置した。

千曲川河川事務所が主催する巡視
を合同で実施する。

千曲川河川事務所が主催する巡視
を合同で実施する。

出水期前に、市管内全域を会場とし
た水害対策訓練を実施する。

台風19号の発生に伴い同災害が発
生したことを想定し机上訓練を実施
する。
さらに今期導入予定の固定式排水
ポンプ及びその他水害資機材等を
活用した水害対策訓練を実施する。

処遇改善・、消防団員の割引制度・
消防団協力事業所の優遇等、団員
募集を積極的に取り組む。

千曲川河川事務所が主催する巡視
を合同で実施した。

出水期前に、市管内全域を会場とし
た水害対策訓練を実施した。

分団を方面隊に改め組織再編を実
施した。

⑦避難のための時間を十分に確保
した避難勧告を発令するためのタイ
ムラインの整備と検証（活用訓練等
の実施）【H29年度～】

・洪水、雨水出水、土砂災害等による浸水実
績、浸水予想区域及び土砂災害危険箇所等を
公表し、安全な市土地利用の誘導、風水害時
の避難体制の整備を促進する
・ハザードマップに最新の浸水想定区域の掲載
を進める
⑫・洪水浸水想定区域の変更に伴うハザード
マップの更新【～H28年度】

既存タイムラインの検証、必要に応
じた見直し

タイムラインを検証した。

・従来の訓練内容を見直し、情報伝
達訓練を実施する。

・隣接市村と協議し検討する。

・洪水情報伝達訓練を実施する。

・中野市すぐメールによる関係機関
への伝達を実施する。

・隣接市村と協議し検討する。

・洪水情報伝達訓練を実施した。

・中野市すぐメールによる関係機関
への伝達を実施した。

・登録制メール「中野市すぐメール」
の登録者を増やす。

・効果的な情報伝達方法について検
討する。

・「中野市すぐメール」の登録者を増
やす。
・「中野市河川監視カメラシステム」
及び「川の水位情報」の周知を図
る。
・効果的な情報伝達方法を検討す
る。

・「中野市すぐメール」について、市広報紙に登
録案内に関する記事を掲載したとともに、防災
訓練時や出前講座時に登録を促した。
・「中野市河川監視カメラシステム」（H30年度に
構築した河川監視カメラ画像等の集約表示サイ
ト）及び「川の水位情報」について、すぐメール
による防災情報発信時にリンクを載せ、周知を
図った。

消防団及び消防署が連携し水害対
策訓練を実施する。

台風19号の発生に伴い同災害が発
生したことを想定し机上訓練を実施
する。
さらに今期導入予定の固定式排水
ポンプ及びその他水害資機材等を
活用した水害対策訓練を実施する。

洪水浸水想定区域図の作成、更新
に伴うハザードマップの周知

出前講座や広報誌を通じ、周知を図
る。

SNSによる災害情報等の発信 効果的な情報発信方法を検討す
る。

出前講座を通じ、周知を図った。

フェイスブックでの災害情報等を発
信した。

隣接市町村と広域避難計画につい
ての検討を行う。

隣接市町村と広域避難計画につい
ての検討を行う。

洪水浸水想定区域図の作成、更新
に伴うハザードマップの更新

更新版ハザードマップを全戸に配布
する。

広域避難の在り方について検討し
た。

ハザードマップの更新に向け、準備
を進めた。

洪水浸水想定区域図の作成、更新
に伴うハザードマップの更新

更新版ハザードマップを全戸に配布
する。

洪水浸水想定区域図の作成、更新
に伴うハザードマップの周知

出前講座を通じ、周知を図る。

ハザードマップの更新に向け、準備
を進めた。

出前講座を通じ、周知を図った。

避難確保計画に基づく訓練の実施、
計画の必要に応じた見直しを促すと
ともに支援を行う

訓練の実施、計画の必要に応じた
見直しを促す。

訓練の実施、計画の必要に応じた
見直しを促した。

既存タイムラインの検証、必要に応
じた見直し

改めて検証し、必要に応じ見直す。タイムラインを検証した。

改めて検証し、必要に応じ見直す。

気象情報や避難情報など、住民が
理解しやすい情報発信の仕組みづく
り。

随時広報や防災訓練などで周知。 引続き周知を図る。

12/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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【資料２－1】
【取組状況一覧】令和元年１０月台風第１９号豪雨水害を踏まえた　千曲川・犀川流域

R2年度末
まで

R6年度末
まで

R9年度末
まで

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

0

○ 0%

4

2

○ 25%

8

3

○ 50%

6

3

○ 50%

6

1

○ 17%

6

1

○ 14%

7

0

○ 0%

4

2

○ 40%

5

0

○ 0%

5

1

○ 14%

7

5

○ 33%

15

0

○ -

0

1

○ 50%

2

3

○ 75%

4

3

○ 38%

8

5

○ 45%

11

19

○ 95%

20

9

○ 82%

11

9

50%

18

13

68%

19

15

88%

17

3

19%

16

5

○ 33%

15

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）

国、県、
市町村

マイ・防災マッ
プ、マイ・タイム
ラインづくりの推

進

①
被
害
の
軽
減
に
向
け
た
治
水
対
策
の
推
進

（
河
川
に
お
け
る
対
策

）

②
地
域
が
連
携
し
た
浸
水
被
害
軽
減
対
策
の
推
進

（
流
域
に
お
け
る
対
策

）

県、市町
村

㉑避難誘導マニュア
ル作成指針を活用し
た、地域版避難誘導
マニュアルの作成

まるごとまちごと
ハザードマップ
の推進（浸水深
表示）

まるごとまちごとハ
ザードマップの支援
⑱まるごとまちごとハ
ザードマップを整備

国、県、
市町村

国、県、
市町村

学校における避
難確保計画の作
成と避難訓練の
推進

避難確保計画の策定
と避難訓練の実施

国、県、
市町村

平時から住民等
への周知・教育・
訓練に関する取
組

⑮自治会や地域住民
が参加した洪水に対
するリスクの高い箇所
の共同点検の実施

国、市町
村

⑲効果的な「水防災意
識社会」の再構築に役
立つ広報や資料を作
成・配布

国、県、
市町村

⑳住民の防災意識を
高め、地域の防災力
の向上を図るための
自主防災組織の充実

国、県、
市町村

防災教育や防災
知識の普及に関
する取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水害の記憶の伝
承

パネル展、イベント、
水害リスク情報の周知
やSNS等を活用した発
信

国、県、
市町村

マイ・タイムラインづく
りの支援

国、県、
市町村

地域住民や小中
学生等を対象に
した防災教育の
推進

出前講座による防災
教育の実施
⑯小中学校等におけ
る水防災教育の実施
⑰出前講座等を活用
し、水災害等に関する

住まい方の工夫
に関する取組

「まちづくり」によ
る水害に強い地
域への誘導

都市計画マスタープラ
ンや立地適正化計画
による水害に強い地
域への誘導
⑩立ち退き避難が必
要な区域及び避難方
法の検討及び支援

市町村
国、県

克雪型住まい
（高床式）費用の
助成活用の充実

市町村

不動産関係団体
への水害リスク
情報と周知協力
の推進

不動産関係者への水
害リスク情報の提供

市町村

マイ・防災マップづくり
の支援

排水機場の耐水
化の推進

排水機場等の耐水化
国、県、
市町村

大規模災害時に
おける迅速な復
旧支援の取組

緊急復旧などを
迅速に行う防災
拠点

防災拠点等の整備
④新技術を活用した
水防資機材の検討及
び配備

国、県、
市町村

県、市町
村

排水機場の整備

排水機場の整備、増
設

国、県、
市町村

排水ポンプ車等の整
備

国、県、
市町村

支川氾濫抑制、
内水被害を軽減
する取組

支川、水路にお
ける氾濫抑制対
策

築堤
県、市町

村

河道掘削

支流の流出抑制
の取組

ため池等既存施
設の有効利用

ため池の水位低下運
用

市町村

雨水貯留施設、
田んぼダム、透
水性舗装の整備
等

公園、校庭等の雨水
貯留施設の整備

河道・管理施設
等の適切な維持
管理

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 国、県

河道内の堆積土砂の撤去、樹木・ヨシ等
の植生管理

国、県

市町村

浸透性舗装、側溝、ま
すの設置

県、市町
村

各戸貯留施設の費用
補助

市町村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

施設規模を上回
る洪水に対する
取組

危機管理型ハー
ド対策

堤防裏法尻の補強・
天端舗装

国、県

既存施設を活用
した洪水被害軽
減対策

堤防の強化（浸透対策等） 国、県

既存の排水機場、ダム、遊水池、堰など
の河川管理施設について、更なる洪水
被害軽減の可能性について検討を行う
とともに、必要な対策を実施
②既設ダムを有効活用した洪水調節機
能確保

国、県

河道掘削・樹木伐採 国、県

築堤 国、県

河岸侵食対策（護岸
等）

国、県

被災施設等の迅
速な復旧

堤防、護岸、排水機場等の被災施設の
復旧

国、県

河川水位の低下
及び洪水流下断
面を向上させる
ための取組

遊水池等の洪水
調節施設の整備

遊水池の整備 国、県

洪水が円滑に流
れやすい河道整
備の推進

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

※ ※

○ ○

◯

●

◯

◯

●

◯

○

◯

● ○

○

○ ●

●

○ ○

○ ○

● ●

● ◯

◯

野沢温泉村 栄村

　検討中 　検討中　実施なし。

・防災訓練等において講習会等を同
時に開催

　防災訓練において実施予定

・消防団及び関係区、行政等が連携
した訓練の実施

　自主防災組織の働きがより強化さ
れるよう、自主防災組織の重要性等
を住民に周知していく。

・避難誘導マニュアル作成指針を活
用した、地域版避難誘導マニュアル
の作成【H28年度～】

　作成を検討する。

　台風19号により防災訓練が中止と
なったため、実施なし。

　台風19号時においては、自主防災
組織が中心となり、住民の避難誘導
等を迅速に行った。

　実施なし。

⑯教育委員会と連携し、避難訓練等
に併せて取り組む

　学校の避難訓練等に合わせて実
施予定

　計画に基づき避難訓練を実施す
る。

　定期的に避難訓練を実施予定

・避難誘導マニュアルの作成に併せ
て検討

　千曲川沿岸の地区で実施予定

　実施なし。

　定期的に避難訓練を実施

　実施なし。

　該当団体なし。

　村HPに掲載して周知を行う。 　HPに掲載予定

　各集落で作成が促進されるよう支
援していく。

　未定

　実施なし。

　実施なし。

　各集落で作成が促進されるよう支
援していく。

　１地区で、作成のための話し合い
を実施

　左記地区で防災マップが完成する
よう支援する。

　該当施設なし。

　検討中 　検討中

　検討中 　検討中

　実施なし。

　実施なし。

　検討中 必要に応じて検討する。

　該当施設なし。

　洪水の危険性が高まった場合に、
国や県に出動要請する。

　令和元年度同様、必要に応じて排
水ポンプ車の出動を要請する。

　実施なし。

　台風19号に伴い、千曲川が越水し
たため、国土交通省湯沢砂防事務
所に排水ポンプ車の出動を要請し
た。

　側溝、桝について、月に１回以上、
役場職員（建設部署）がパトロール
を実施。

引き続きパトロール実施

　該当施設なし。

　検討中 必要に応じて検討する。

　計画通りﾊﾟﾄﾛｰﾙを実施

　実施なし。

　ため池の適正な維持管理を行う。 　春、秋に維持管理作業を実施予
定。

　該当施設なし。

　春、秋に維持管理作業を実施。

・自主防災組織立ち上げへの支援 なし

・避難誘導マニュアル作成指針を活
用した、地域版避難誘導マニュアル
の作成【H26年度～】

なし

ハザードマップを利用した机上説明
を実施しており、次のステップとして
現地点検を早期に実施したい【H29
～】

・地区説明会をH27～実施 機会があれば実施したい

R1年度にハザードマップ更新

実施なし

⑯防災教育実施に向けて検討した
い。

今後も検討したい実施なし

・地区自治組織が作成する「災害時
住民支え合いマップ」の定期的な見
直しを行い（年１回）、避難時の実効
性をより高めるための図上避難訓練
を実施する（現行制度有：継続中）

実施なし 機会を作り実施したい

千曲川 長野県野沢温泉村七ヶ巻地
先の護岸崩落について国による復
旧作業

13/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）

- 17 -



【資料２－1】
R2年度末

まで
R6年度末

まで
R9年度末

まで

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体
目標達成時期 R2.4月

達成状況

緊急治水
対策プロ
ジェクト

13

○ 68%

19

15

○ 75%

20

2

○ 50%

4

14

○ 88%

16

1

○ 33%

3

1

○ 100%

1

1

○ 100%

1

12

○ 71%

17

11

○ 65%

17

1

6%

18

2

○ 100%

2

8

○ 53%

15

10

○ 59%

17

2

○ 100%

2

9

○ 100%

9

11

○ 100%

11

4

○ 80%

5

19

○ 95%

20

2

○ 67%

3

4

○ 67%

6

3

○ 75%

4

14

74%

19

13

72%

18

12

75%

16

16

94%

17

12

71%

17

5

50%

10

3

100%

3

4

25%

16

4

27%

15

12

67%

18

2

100%

2

：実施 ：継続実施

③
減
災
に
向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進

（
ま
ち
づ
く
り

、
ソ
フ
ト
施
策

）
水位計、空間監
視カメラ等の整
備によるリアル
タイム情報の発

信

水位計、監視カメラ等
の設置
⑤円滑な避難活動や
水防活動を支援する
ため、ＣＣＴＶカメラ、簡
易水位計や量水標等

国、県、
市町村

豪雨に対応した
タイムラインの普

及促進

新規・既存タイムラインの
作成及び更新
⑧関係者が一体となったタ
イムラインの想定最大規模
降雨における防災行動の
見直し及びタイムラインの
作成支援

国、県、
市町村

㉓自治体関係機関や
水防団が参加した洪
水に対するリスクの高
い箇所の合同巡視の
実施

国、県、
市町村

㉔毎年、関係機関が
連携した水防実働訓
練等を実施

国、県、
市町村

㉞関係機関が連携し
た排水実働訓練の実
施

国、県、
市町村

㉘防災組織の連絡が
迅速かつ円滑に行え
るＭＣＡ無線の整備

市町村

市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

県、市町
村

⑪参加市町村による
広域避難計画の策定
及び支援

国、県、
市町村

予測システムの精度
向上
⑬水位予測の検討及
び精度の向上

国、県

ケーブルテレビ、
SNS等を活用し
た情報発信の強
化

災害情報等の発信
国、県、
市町村

支川の氾濫に着
目したハザード
マップ等を作成
し、リスク情報を
周知

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

国、県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

市町村

③一刻も早く社
会経済活動を回
復させるための
排水活動の取り
組み

救援・救助活動
の効率化に関す
る取組

㉛大規模災害時の救
援・救助活動等支援
のための拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

排水計画案の作
成及び排水訓練
の実施

㉜大規模水害を想定
した千曲川・犀川排水
計画（案）の検討を実
施

国、県、
市町村

㉝排水ポンプ車の出
動要請の連絡体制等
を整備

国、県、
市町村

㉕水防活動の担い手
となる水防協力団体
等の募集・指定を促進

市町村

㉖国・県・自治体職員
等を対象に、水防技術
講習会を実施

国、県、
市町村

㉗大規模災害時の復
旧活動の拠点等配置
計画の検討を実施

国、県、
市町村

浸水想定区域に
おける企業、危
険物管理施設へ
の浸水リスク情
報の提供

企業、危険物管理施
設へのリスク情報の共
有
㉚大規模工場等への
浸水リスクの説明と水
害対策等の啓発活動

国、県、
市町村

②避難時間確保
のための水防活
動の取り組み

水防活動の効率
化及び水防体制
の強化に関する
取組

㉒水防団等への連絡
体制の確認と首長も
参加した実践的な情
報伝達訓練の実施

国、県、
市町村

避難確保計画の
作成につながる
講習会の開催

講習会の実施
県、市町

村

災害の危険度が
伝わるきめ細や
かな情報発信の
取組

①千曲川・犀川
の大規模水害に
おける特徴を踏
まえた避難行動
の取り組み

水位周知河川の
拡充、洪水浸水
想定区域図の作
成促進等による
浸水リスク情報
の周知

水位周知河川の設定 県

浸水想定区域図の作
成
⑨想定最大規模も含
めた破堤点別浸水想
定区域図、家屋倒壊
等氾濫想定区域の公

県

ハザードマップ策定
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの策
定

⑦避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証
と改善

国、県、
市町村

要配慮者施設の
避難に関する取
組の推進

地域防災計画へ
の位置付けの推
進

施設への指導、支援
県、市町

村

避難確保計画の
作成と訓練の推
進

施設への指導、支援
㉙要配慮者利用施設
による避難確保の計
画の作成に向けた支
援を実施

県、市町
村
国

住民が分かりやすい
きめ細やかな情報伝
達
⑥リアルタイムの情報
提供やプッシュ型情報
の発信など防災情報

国、県、
市町村

マスメディアとの
連携強化

報道機関等への情報
提供及び連携

国、県、
市町村

公共交通機関と
の洪水情報の共
有

公共交通網への浸水
リスク情報の周知

国、県、
市町村

⑭気象情報発信時の
「危険度の色分け」や
「警報級の現象」等の
改善

国、県、
市町村

住民への周知
⑫広域的な避難計画
等を反映した新たな洪
水ハザードマップの周
知

国、県、
市町村

早期避難に向け
た精度の高い降
雨予測、水位予
測体制の検討

住民への情報伝
達手段の強化

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

具体な取組内容 R1取組状況 R2取組予定
達成
状況

野沢温泉村 栄村

○ ◯

○ ◯

◯

○

◯

● ●

● ●

○ ○

◯

◯

●

● ●

◯

● ◯

◯

◯

◯

● ◯

○

○

● ●

● ○

○

○

○

● ●

●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）

・広域的に資材を運用するための協
定等の検討【H28年度～】

　実施を検討する。

・消防団等と連携した訓練の実施に
ついて検討【H28年度～】

　実施を検討する。

連絡体制の整備【引き続き実施】 　引き続き実施する。

　実施なし

　実施なし

　連絡体制に基づき、出動要請を
行った。

　検討中 　検討中

・配置について検討 　実施を検討する。

　実施なし。

　実施なし。

・各関係者と情報共有及び、共同点
検の実施

　実施を検討する。

　防災機関を集め、定期的な水防訓
練を実施する。

　防災訓練に合わせて実施予定。

・新規団員の加入強化【H28～】 　継続的に募集を行っていく。

　実施なし。

　実施なし。

　村広報誌において、募集の記事を
２回掲載。

　村内企業へのHMの周知 　実施を検討する。

・防災訓練に併せて実施
・広域避難計画に併せて検討する

　防災訓練に合わせて実施予定。

　実施なし。

　台風19号により防災訓練が中止と
なったため、実施なし。

　Lアラートを通じて、災害情報を迅
速かつ的確にマスメディアに伝達す
る。

　引き続き、実施していく。

　バス、鉄道事業者へHM等の周
知。

　実施を検討する。

・Lアラートによる緊急一斉メール配
信やSNS等の活用
移動系防災無線についてデジタル
化済み
・水位予測情報を活用した訓練の実
施

　登録者を増やしていきたい。

　台風19号時においては、Lアラート
により情報提供できた。

　実施なし。

　情報配信メールシステムを導入
し、登録者にメール配信をできるよう
にした。

　水位周知河川へのカメラ設置数の
増加と、支川への新規設置

　実施なし。 　実施を検討する。

　検討中　実施なし。

　Jアラート、防災行政無線を活用
し、災害が発生した場合やその恐れ
がある場合は迅速に情報提供する。

　引き続き、実施していく。

　実施なし。

　台風19号時においては、左記情報
伝達機器を用いて迅速に情報伝達
ができた。

・広域避難計画について協議・検討
【～H32年度】

　検討中

・平成25年度にハザードマップを作
成し、全世帯に配布済み。
・今後の更新・周知について検討。

　検討中

　実施なし。

　実施なし。

・平成25年度にハザードマップを作
成し、全世帯に配布済み。
・今後の更新・周知について検討。

　

・平成25年度にハザードマップを作
成し、全世帯に配布済み。
・今後の更新・周知について検討。

　H30年度にHMを更新済み。

　H30年度にHMを更新し、住民全世
帯に配布済み。

・平成25年度にハザードマップを作
成し、全世帯に配布済み。
・今後の更新・周知について検討。

　検討中

・防災訓練において情報伝達訓練を
実施する【H28】

　検討中

　検討中 　検討中

　実施なし。

　実施なし。

⑦避難のための時間を十分に確保
した避難勧告を発令するためのタイ
ムラインの作成【H28年度～】

検討中

　検討中 　検討中

　実施なし。

　実施なし。

　検討中 　実施なし。 　検討中

連絡体制の整備【引き続き実施】

・より多くの消防団員確保のため
H28.4から機能別消防団員制度を導
入した

機能別消防団員として４名入団

・村防災訓練にあわせ、村職員への
講習会を実施する

防災訓練時に実施したい

機能別消防団員として３名入団

台風19号の影響により防災訓練を
中止

・村で実施する防災訓練で土砂災害
で実施実績があるので、訓練時実
施場所を浸水想定地区とした場合
には、実施したい。
・木島平村と水防訓練を隔年で実施

防災訓練時に実施したい台風19号の影響により防災訓練を
中止

・浸水想定地区における総合的な情報発信、避
難誘導として、洪水時に浸水想定地区へ職員を
派遣し、災害警戒本部（対策本部）とリアルタイ
ムに情報交換を行い、浸水リスク情報の周知と
非難の際の誘導指揮を行う（検討段階：R3～）
・Lアラート入力による緊急一斉メール配信と村
HP自動表示ウイジェットの導入
・H28同報拡声設備の更新工事を実施
・河川砂防情報ステーションの活用

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新・周知【～H30年
度】

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新・周知【～H30年
度】

R1年度にハザードマップ更新、全戸
配布

R1年度にハザードマップ更新、全戸
配布

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新・周知【～H30年
度】

・洪水浸水想定区域の変更に伴うハ
ザードマップの更新・周知【～H30年
度】

・野沢温泉は千曲川本川の氾濫に
よる影響は無いと考えているが、近
隣自治体から要請があれば対応し
たい【～H32年度】

R1年度にハザードマップ更新、全戸
配布

R1年度にハザードマップ更新、全戸
配布

⑦避難勧告等判断伝達マニュアル
を作成・運用している【H26年度～】

　検討中

14/14 ●：実施完了（継続実施）　○：実施中（検討中）
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